
地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

比例区 共産党 岡　千陽

比例区 共産党 荻生和敏

比例区 共産党 佐藤昭子

比例区 共産党 宮内　聡 1

日本では判明してい
るだけで年間100人
近くが餓死し、「経済
的な困難」で自殺す
る人が後を絶たない
など、貧困の広がり
が深刻です。ところ
が相対的貧困率は、
OECD加盟の先進国
中で第4位です。

1

日本では、生活保護を受け
ている人は、対象となるべ
き人の1～2割程度と言わ
れますが、生活保護の捕
捉率さえ、政府は調査して
いません。貧困の実態をつ
かまなければ改善の目標
も出てこないと考えます。

1

働く貧困層と、格差をここま
で拡大させたのは、これま
で正規・直接が主流だった
日本の雇用形態を、財界の
いいなりに非正規雇用に置
き換えたためです。労働法
制を改悪させた政治の責任
です。登録型派遣の原則禁
止、製造業への派遣禁止、
「みなし雇用」の導入など、
労働者派遣法を派遣労働
者保護法に抜本改正しま
す。

1

もともと少ない社会保障費を、
自公政権が毎年2200億円減
らしたため、日本の社会保障
は、かつてない低水準になっ
ています。医療費の窓口負担
が3割、高齢者を差別する後
期高齢者医療制度、年金受
給資格が加入25年、障害者
に「応益負担」を強いる障害
者自立支援法などは、社会保
障を受けるためには、これほ
どハードルが高い国は世界に
例がありません。首都のど真
ん中に、「派遣村」ができたの
は、日本の社会保障の貧困さ
を現しています。

比例区 共産党 渡辺　紫

北海道11区 共産党 渡辺　紫 1

餓死や「経済的困
難」で自殺者が後を
絶たない状況です。
予算措置を講ずる
べき緊急のレベルと
考えます。

1
政府は貧困の実態をつか
み改善策をとるべきです。

1

製造業への派遣禁止、登
録型派遣の原則禁止など
労働者派遣法を抜本的に
改正し、労働者保護にしま
す。

1

自公政権の毎年2200億円の
社会保障費の削減が深刻な
後退をもたらしています。削減
をただちにやめ、必要な予算
を増やすべきです。

北海道1区 共産党 松井ひであき 1

自民・公明政権によ
る「構造改革路線」
によって、政策的に
つくり出された貧困
だから政治の責任で
対処すべきです。

1
貧困の実態をつかまなけ
れば改善目標も出てこな
い。

1
労働者派遣法を抜本的改
正し、派遣労働者保護法に
します。

1

医療・年金・介護などの改悪
され続けれてきたのが、2200
億円削減する政策であり、撤
回は当然であります。

北海道2区 共産党 岡ちはる 1 1 1 1

北海道6区 共産党 おぎう和敏 1 1 1 1

北海道9区 共産党 佐藤昭子 1

日本では判明してい
るだけで年間100人
近くが餓死し、「経済
的困難」で自殺する
人が後を絶たないな
ど、貧困の広がりが
深刻です。

1

生活保護の捕捉率さえ、政
府は調査をしていません。
貧困の実態をつかまなけ
れば改善の目標もでてこな
いと考えます。

1

登録型派遣の原則禁止、
製造業への派遣禁止、「み
なし雇用」の導入など、労
働者派遣法を派遣労働者
保護法に抜本改正します。

1

社会保障を受けるためには、
これほどハードルが高い国は
世界に例がありません。首都
のど真ん中に「派遣村」がで
きたのは、日本の社会保障の
貧困さを現しています。

比例区 幸福実現党 小林智雄

比例区 幸福実現党 佐藤直史

北海道10区幸福実現党 大林　誠

北海道11区幸福実現党 吉田美智子

北海道12区幸福実現党 笠松長麿

北海道1区 幸福実現党 高元和枝

北海道2区 幸福実現党 山本志美

北海道3区 幸福実現党 森山佳則

北海道4区 幸福実現党 鶴見俊蔵

北海道5区 幸福実現党 畑野泰紀

北海道6区 幸福実現党 武田慎一 1 1 1 1

北海道7区 幸福実現党 金成幸子

北海道8区 幸福実現党 西野　晃

北海道9区 幸福実現党 里村英一

比例区 公明党 稲津　久 1 2
各種統計により推計可能で
あり、改めて費用をかけて
測定する必要はない。

1 1

北海道10区 自民党 飯島夕雁

北海道11区 自民党 中川昭一

北海道12区 自民党 武部　勤

北海道1区 自民党 長谷川岳

北海道2区 自民党 吉川貴盛

北海道3区 自民党 石崎　岳

北海道4区 自民党 宮本　融

貧困問題に関するアンケート

1
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北海道5区 自民党 町村信孝 △

貧困の定義をどのよ
うに決めるのかにも
よるが、一般的には
積極的な経済政策と
生活保護など社会
政策の双方により対
応すべきと考えま
す。

△

貧国の定義をいかに決め
るかという原点から、よく議
論すべき。また経済的貧国
ばかりでなく、心の貧国等
多面的に考える必用があ
る。

1

非正規雇用の増大は労働
者個人の生活、職業人生と
いう観点からも、社会全体
で見て人材育成が進まな
い、少子化が進む要因とな
るなどの観点からも問題で
ある。このため、①非正規
労働者の総合的な就労・生
活支援を行うワンストップ
サービスの全国展開②
パートや有期契約労働者
の正社員転換、均衡処遇
の取り組みの支援③派遣
労働者の待遇改善を図る
ための労働者派遣法の改
正を行うことにより、労働者
が希望する就業形態で安
心・納得して働ける環境を
整備していきたい。

1

2200億円については、骨太の
方針2009においても「安心・
安全を確保するために社会保
障の必要な修復をする」とし、
22年度予算概算要求基準に
おいてはこれまでの方針を転
換し、一律な社会保障費の削
減は行わないことにしました。
今後も社会保障制度の安定・
安心に全力を尽くしていきた
い。

北海道6区 自民党 今津　寛

北海道7区 自民党 伊東良孝

北海道8区 自民党 福島啓史郎

北海道9区 自民党 川畑　悟

比例区 社民党 山口たか

北海道2区 社民党 本田ゆみ 1 1 1 1

比例区 新党大地 鈴木宗男

比例区 新党大地 八代英太 1 1 1 1

北海道10区 民主党 小平忠正

北海道11区 民主党 石川知裕 1

昨年来の経済危機
以降、セーフティネッ
トの脆弱さが露呈
し、問題が深刻化し
ているから。

1

明確な貧困の基準を定め
なければ、見えにくい貧困
問題の解決は困難である
から。

1
「恒産なくして恒心なし」と
考えるから。

1
はじめに削減ありきという考え
方には賛成できないから。

北海道12区 民主党 松木謙公

北海道1区 民主党 横路孝弘 1 1 1 1

北海道2区 民主党 三井わきお 1
子どもの貧困率が
上昇しているので、
対応が必要です。

1 実態調査を行うべきです。 1

雇用は、直接雇用、定めの
ない雇用を基本とするべき
であり、労働契約法により
有期雇用を規制する。非正
規労働者と正規労働者の
均等待遇を進める。

1

年2200億円の削減により医
療崩壊、生活保護給付水準
が引き下げられてしまったの
で、撤回する。

北海道3区 民主党 荒井　聰 1 1 1 1

北海道4区 民主党 鉢呂吉雄 1 1 1 1

北海道5区 民主党 小林千代美 1

日本の貧困はOECD
加盟国30カ国中、ア
メリカに次いで多い。
新自由主義に基づく
市場万能経済が、格
差社会を生じさせ、
貧困を増大させたこ
とはアメリカや日本
の状況からも明らか
なことから、政策を
見直すことが必要で
ある。

△

貧困を解消する政策を実
施することを前提に、政府
が公認する貧困率を持つこ
とは必要と考えるが、貧困
率をどう定義するかが重要
である。政府の都合や恣意
的なものとならないようにす
ることが重要である。

1

非正規雇用が低賃金や経
済格差・貧困を生じさせて
いる。非正規雇用者の格差
が拡大する一方で、正規雇
用者の格差は拡大していな
いことから、正規雇用を促
進する政策を強化すべきで
ある。

1

社会保障費を削減によって、
生活保護世帯の母子加算額
の削減や要保護や準用保護
者世帯に対する資金援助の
カットなど、収入の少ない低所
得層の家計を圧迫し、貧困の
連鎖を生じさせていることか
ら、引き続き撤回を継続すべ
きである。

北海道6区 民主党 佐々木　隆博 1

特に子どもの貧困率
が上昇しているの
で、対応が必要と考
えます。

1
まずは、実態調査を行うべ
きだと考えます。

1

雇用は、直接雇用、定めの
ない雇用を基本とすべきで
あり、労働契約法により有
期雇用を規制する。非正規
労働者と正規労働者の均
等待遇を進めます。

1

年2200億円の削減により医
療崩壊、生活保護給付水準
が引き下げられてしまったの
で、撤回いたします。

北海道7区 民主党 仲野博子

北海道8区 民主党 おおさか誠二 1 1 1 1

北海道9区 民主党 鳩山由紀夫 1
特に子どもの貧困率
が上昇しているの
で、対応が必要。

1
まずは、実態調査を行うべ
きと考えます。

1

直接雇用を基本とすべきで
あり、労働契約法により有
期雇用を規制する。非正規
と正規労働者の均等待遇
を進める。

1

年2200億円の削減で医療崩
壊、生活保護給付水準が引き
下げられてしまったので、撤
回する。

北海道2区 無所属 栗原　侑

北海道8区 無所属 坂野六男

北海道8区 無所属 佐藤健治

青森1区 共産党 よしまた洋 1

憲法25条は生存権
を保障し、生活保護
基準（これも低いが）
をレベルにしてい
る。これ以下の生活
に抜本的対策が必
要。

1

公認する貧困率とは何か、
どこに基準を置くか議論す
べきですが、国の責任ある
対策をとる上で必要と考え
る。

1

非正規雇用の拡大は労働
者にとっても企業にとっても
健全な道とはならない。正
社員が当たり前の社会が
必要。

1

抑制政策により医療、介護、
福祉等に深刻な事態をもたら
した。撤回を継続すると共に、
抜本的に拡充する。社会保障
の拡充は貧困問題の解決に
もなる。

北
海
道
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秋田1区 共産党 鈴木さとし 1

日本の相対的貧困
率はOECD諸国で第
4位と高位にあり、対
応を急がねばならな
い。

1

日本は先進国では当たり
前の「生活保護の捕捉率」
の調査すら行っていませ
ん。国民を貧困から守るた
めに、調査を行い、具体的
な計画を持つべきです。

1

労働者派遣法を抜本的に
改正して派遣労働者保護
法をつくり正規雇用が当た
り前のルールをつくる。

1

事実上撤回されたが自公政
権は「骨太の方針2006」は堅
持するとした。完全に政策を
撤回し、社会保障の充実、拡
大に転換すべきである。

岩手1区 共産党 吉田恭子 1 1 1 1

岩手4区 共産党 せがわ貞清 1 1 1 1

比例区 共産党 加藤幹夫

比例区 共産党 佐藤雅之

比例区 共産党 鈴木　知

比例区 共産党 瀬川貞清

比例区 共産党 高橋千鶴子 1

この数字自体が深
刻です。また、貧困
に陥った人の生活
再建が困難になり、
それが「子どもの貧
困」に連動していま
す。まったなしで対
処しなければなりま
せん。

1

目標を持ち国民の実態を
把握することは、「貧困と格
差」を是正するかどうかは
政府の姿勢が問われる問
題です。生活保護が必要な
世帯の把握もすべきです。

1

日本の派遣労働者は、低
賃金で休暇や社会保険な
どで差別さえたあげく「使い
捨て」にされています。人間
らしく働けるルールを作るた
めに最優先で解決します。

1

貧弱な社会保障をボロボロに
して、生活が困難な人を制度
から閉めだした2200億円削減
はキッパリ方向転換します。
浪費を見直せば財源は確保
できます。

比例区 共産党 宮本しづえ 1

日本の経済力を生
かせば貧困の克服
は可能です。政治の
責任です。

1
政府の責任を明確にする
上で不可欠です。

1

非正規雇用がここまで拡大
した根源は1999年に改悪さ
れた労働者派遣法です。非
正規雇用の拡大は国内消
費を落ち込ませ景気悪化
の悪循環を生み出します。

1
憲法25条の立場で社会保障
に国が全面的に責任を持つ
べきです。

比例区 共産党 吉俣　洋

福島1区 共産党 山田　裕 1

日本の生活保護率
の低さと考え合わせ
るなら、当然、政治
が責任をはたすべき
です。

1
政治の責任を明確にする
ためにも必要と考える。

1

「雇用は正社員が当たり
前」の原則に立って、当面
労働者派遣法の抜本改正
が必要です。

1

毎年の2200億の削減が国民
の負担増と必要なサービスが
うけられない状況を生み出し
ました。即刻廃止、撤回すべ
きです。

宮城1区 共産党 角野達也 1

「貧困と格差」の広
がりは異常です。不
況は各国で起こって
いますが、「派遣村」
が出現したのは日
本だけです。国民の
くらしと権利を守る
ルールをつくります。

1

くらしと権利を守るルールを
つくります。施策を具体的
に推進するため適切な目
標を持ち、社会の状態をそ
のつど把握して施策の到達
点とともに公表します。

1

さんざん安い賃金で働か
せ、不況になったらモノのよ
うに「使い捨てる」－こんな
働かせ方で、日本の経済、
社会、そして企業そのもの
に未来はありません。

1

もともと日本の社会保障は貧
弱で、毎年2200億円もの削減
が社会保障の全分野で異常
事態を引き起こしています。
抜本的に増額することが当然
です。

宮城4区 共産党 かとう幹夫 1

不況は各国で起こっ
ていますが、「派遣
村」が出現したのは
日本だけです。国民
のくらしと権利を守る
ルールをつくる道に
進むべきです。

1

日本では1965年を最後に、
生活保護が必要な水準の
世帯数の把握が行われて
いません。国の責任で貧困
をなくす立場に立ち、実態
調査を行います。

1

派遣の圧倒的多数は仕事
がある時だけ雇用される登
録型で、不安定な上低賃金
です。「使い捨て労働」が増
大し、違法行為も野放しで、
最優先で対処すべきです。

1

もともと日本の社会保障は貧
弱です。貧困と格差が拡大
し、未曾有の経済危機が生活
を脅かしている今こそ、くらし
を支える社会保障を本来の姿
に変えます。

山形1区 共産党 佐藤まさゆき 1

憲法25条が規定す
る国民の生存権が
脅かされていること
を示していると同時
に同じ条項が規定す
る国民の生存権を
保障する国の社会
的使命を放棄してい
ることを示しており、
極めて深刻な事態
だからです。

1

政府が憲法25条に背いて
いることを認めたくないから
実態の把握を怠っていると
思うのですが、実態を正確
につかむことは出発点であ
り、それをしないで具体的
な対策をとることはできな
いのは当然です。

1

その結果、貧困と格差が拡
大し、人間らしく生きること
ができない人々を大量に生
み出していること。また、こ
のことは日本経済の健全な
発展にも、日本の企業の未
来にとっても重大な影響を
もたらすと考えるからです。

1

続けられてきた2200億円の削
減は生存権を保障すべき社
会保障制度を次々と後退させ
てきた。撤回は当然です。

山形3区 共産党 長谷川剛 1

憲法25条が規定す
る国民の生存権が
脅かされていること
を示していると同時
に同じ条項が規定す
る国民の生存権を
保障する国の社会
的使命を放棄してい
ることを示しており、
極めて深刻な事態
だからです。

1

政府が憲法25条に背いて
いることを認めたくないから
実態の把握を怠っていると
思うのですが、実態を正確
につかむことは出発点であ
り、それをしないで具体的
な対策をとることはできな
いのは当然です。

1

その結果、貧困と格差が拡
大し、人間らしく生きること
ができない人々を大量に生
み出していること。また、こ
のことは日本経済の健全な
発展にも、日本の企業の未
来にとっても重大な影響を
もたらすと考えるからです。

1

続けられてきた2200億円の削
減は生存権を保障すべき社
会保障制度を次々と後退させ
てきた。撤回は当然です。

青森1区 幸福実現党 上田一博

青森2区 幸福実現党 森光　浄

青森3区 幸福実現党 中西修二

青森4区 幸福実現党 石田昭弘

秋田1区 幸福実現党 鶴田裕貴博
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

秋田2区 幸福実現党 藤原純一

秋田3区 幸福実現党 西本　篤

岩手1区 幸福実現党 森　憲作

岩手2区 幸福実現党 工藤哲子

岩手3区 幸福実現党 阿部忠臣

岩手4区 幸福実現党 安永　陽 1 1 1 1

比例区 幸福実現党 秋元真樹 1 1 1 1

比例区 幸福実現党 上条幸哉

比例区 幸福実現党 大川きょう子

比例区 幸福実現党 斎藤敏行

比例区 幸福実現党 松島弘典

福島1区 幸福実現党 大橋一之

福島2区 幸福実現党 酒井秀光

福島3区 幸福実現党 博多泰子

福島4区 幸福実現党 鈴木規雄

福島5区 幸福実現党 石渡　剛

宮城1区 幸福実現党 遠田敬一 2

セーフティネットは必
要であるが、政策と
して必要なレベルと
は考えられないの
で。

2
貧困率の定義は難しく、ま
た使い方も十分な研究が
必要と考えます。

2

非正規雇用の在り方は還
復的であると考えます。メ
リット・デメリットの両方を考
慮して、より進化した形態を
考えるべきと思う。

2

社会保障は、重要な政策課
題ですが、限られた国家予算
の中では基本的に小さな政府
を目指すべきと考えます。社
会的な相互扶助政策を考え
たいと思います。

宮城2区 幸福実現党 安部公人

宮城3区 幸福実現党 小林睦明

宮城4区 幸福実現党 村上善昭

宮城5区 幸福実現党 菊池　謙

宮城6区 幸福実現党 氏家次男

山形1区 幸福実現党 森大吾郎

山形2区 幸福実現党 後藤克彦

山形3区 幸福実現党 城取良太

比例区 公明党 井上義久

比例区 公明党 若松謙維 2 2 1 1

青森2区 自民党 江渡聡徳

青森3区 自民党 大島理森

青森4区 自民党 木村太郎 △

本設問の前提条件
が不明瞭ですが、相
対的貧困率として国
民の経済格差を表し
たものととらえるなら
ば、貧富の差の拡大
を防ぐ政策の実施
が必要と考えます。

△

上述のごとく、必要とする政
策に反映させるための実態
把握としての指標は必要と
考えます。

△

価値観の多様化等と変化
に対応しつつ、雇用の安定
と経済社会の活性化を大
前提とすべきと考えます。
労働者派遣制度について
は、特に日雇派遣について
の原則禁止と共に、待遇の
改善を図るため労働者派
遣法の改正等を目指しま
す。

1
経済状況と国民生活の確保
を考慮して、必要に応じて継
続すべきと考えます。

秋田1区 自民党 二田孝治

秋田2区 自民党 金田勝年

秋田3区 自民党 御法川信英

岩手1区 自民党 高橋比奈子

岩手2区 自民党 鈴木俊一

岩手3区 自民党 橋本英教

岩手4区 自民党 高橋嘉信

比例区 自民党 秋葉賢也

比例区 自民党 近江屋信広

福島1区 自民党 亀岡偉民

福島2区 自民党 根本　匠

福島3区 自民党 吉野正芳

福島4区 自民党 渡部　篤

福島5区 自民党 坂本剛二

宮城1区 自民党 土井　亨

宮城2区 自民党 中野正志 1 △
政府が独自に貧困率測定
を行う意義、効果等を慎重
に検討する必要がある。

1 1

宮城3区 自民党 西村明宏

宮城4区 自民党 伊藤信太郎

宮城5区 自民党 斎藤正美 拒否 拒否 拒否 拒否

宮城6区 自民党 小野寺五典

山形1区 自民党 遠藤利明

山形2区 自民党 鈴木啓功

山形3区 自民党 加藤紘一

東
北
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

青森1区 社民党 渡辺英彦 1

国際的な水準に比
べて高いことは、
OECDの調査から明
らかです。貧困層に
対する公的給付や
支援が不十分であ
り、社会保障や税制
による所得再分配
機能が働いていな
い。

1
貧困層が拡大しており、法
制度の強化のため、条件
整備を図る必要がある。

1

雇用の安定のために、非正
規労働者の均等待遇の実
現、有期雇用を原則禁止と
します。

1

社民党の強い働きかけで、社
会保障費の自然増からの
2200億円カット方針を撤回さ
せたもので、継続すべき。

秋田2区 社民党 山本喜代宏 1 1 1 1

岩手1区 社民党 伊澤昌弘 1 1 1 1

岩手4区 社民党 小原宣良 1

OECDの調査による
と日本の貧困世帯
割合は5番目、貧困
ギャップで3番目と非
常に高く、政策的対
応が至急必要であ
る。

1

要保護者数の公表は1965
年の公表以降中止している
が、貧困は社会にとって解
決すべきものである。実態
を把握し、原因を解決する
ため、政府は貧困率の調
査を継続して行うべきであ
る。

1

雇用ルールの規制緩和
が、今日の雇用劣化を招い
ている。直接雇用、期限の
定めのない雇用を徹底し、
労働契約法、派遣法を改正
すべきである。

1

弱者保護のみならず、長期的
に安定し、持続可能な社会を
築く為にも、社会保障費の抑
制は撤回すべきである。

宮城6区 社民党 菅野哲雄 1

賃金・世帯収入の減
少、福祉の切り捨て
は政治の誤りに帰
因する部分が大き
く、当然、政策の見
直しが必要。

1

明確な基準を持たないこと
が、不十分な貧困対策の
一因になっていると考える
ため。

1

企業の労働コスト削減のた
めに、低賃金で不安定な非
正規雇用が急増した背景
には労働分野の規制緩和
があり、抜本的に見直しが
必要。

1
生存権たる社会保障費を財
政の側面だけで一律削減す
る根拠はない。

山形3区 社民党 吉泉秀男 1 1 1 1

青森1区 民主党 横山北斗

青森2区 民主党 中野渡のりこ 1 1 1 1

青森3区 民主党 田名部匡代

青森4区 民主党 津島恭一

秋田1区 民主党 寺田　学 1 1 1 1

秋田3区 民主党 京野きみこ

岩手1区 民主党 しなたけし 1 1 1 1

岩手2区 民主党 畑　浩治 1 1
適切な対策を講じるために
は、貧困の実態調査を行う
ことが必要。

1

社会人となった時期が不況
と重なった30歳代の方々に
は非正規雇用を余儀なくさ
れ、雇用に対する安心感と
生活の安定を得られない方
が多く、対応が必要。

1
国民皆年金、皆保険を守り、
求職者に対する新たなセーフ
ティネットを構築するため。

岩手3区 民主党 黄川田徹

岩手4区 民主党 小沢一郎

福島1区 民主党 石原洋三郎 1

一億総中流社会か
ら先進国の中で2位
の貧困社会に転じた
ため

1

格差が広がる原因は政策
の失敗にある。政府は国民
の生命・財産を守る上で
も、国民生活の水準を把握
する必要がある。

1

安定した雇用でなければ安
心して生活ができず、将来
に対する計画（結婚、出
産、住宅購入など）も描け
なくなるため。

1

医師不足、後期高齢者医療
制度、子どもの医療費無料
化、年金問題等様々な対応
が必要と思える。

福島2区 民主党 太田かずみ

福島3区 民主党 玄葉光一郎

福島4区 民主党 渡部恒三

福島5区 民主党 吉田　泉 1 1 1 1

宮城1区 民主党 郡　和子 1 1 1 1

宮城2区 民主党 斎藤やすのり 1

とくに格差の問題、
「子どもの貧困」の
問題が深刻で、早期
の取り組みが必要
だから。

1
効果的な取り組みを行うた
めに、実態の把握が必要
だから。

1

非正規雇用は生活の不安
定さ、将来への不安、立場
の弱さからくる待遇の低さ
につながるから。

1

一律・自動的な削減はそもそ
もこの分野には適さないか
ら。現に様々な深刻な問題が
発生している。

宮城3区 民主党 橋本清仁

宮城4区 民主党 石山敬貴 1 2
貧困の定義が難しく測定自
体困難。

1 1

宮城5区 民主党 安住　淳

山形1区 民主党 鹿野道彦

山形2区 民主党 近藤洋介

青森1区 無所属 津島　淳

青森1区 無所属 升田世喜男

青森2区 無所属 熊谷ヒサ子

秋田1区 無所属 藤井陽光 2 2 1 1

秋田2区 みんなの党 佐々木重人

秋田2区 無所属 川口　博

秋田3区 無所属 村岡敏英 1 1 1 1

福島4区 みんなの党 小熊慎司

宮城2区 無所属 佐藤　豊

山形1区 無所属 伊藤香織
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

茨城1区 共産党 田谷武夫 1

格差拡大の最大の
要因は非正規労働
者の拡大であり、人
間らしい労働のルー
ルをつくるのは政治
の責任である。

1
貧困率を測定し、貧困の削
減目標を立て、貧困対策に
取り組むべきである。

1
雇用は正社員が当たり前
の社会をつくる。

1
社会保障費を削減してきたた
め、所得の少ない人が社会保
障から排除されてきた。

群馬1区 共産党 酒井宏明 1

一方で大企業は莫
大な内部留保を抱
え、巨額の報酬を得
る人達がいます。政
治の出番です。

1
憲法25条の精神に照らして
当然のことです。

1

こんな状態が続けば日本に
未来はありません。企業に
とってもその健全な発展が
脅かされることになるでしょ
う。

1

撤回は当然。社会保障の拡
充のため思い切った財政処
置をとるべき（消費税増税で
なく）

埼玉15区 共産党 村主明子

埼玉1区 共産党 伊藤　岳 1

わが国の相対的貧
困率が15％以上と
いう高い比率を示し
ていることは極めて
深刻な事態です。貧
困問題に真正面か
ら向き合い、政策的
な対応をとらない限
り貧困と格差がます
ます拡大し、犯罪の
多発化や少子化な
どの社会的な歪み
が益々大きくなる。

1

政府として貧困率を測定す
ることは、社会保障制度が
現実に機能し、貧困者の救
済しているかどうかの実態
を把握し、制度から漏れて
いる人々を救済するための
対策を講じる上で欠かせな
い調査であると考えます。

1

「使い捨て」の不安定雇用
が全労働社の3分の1を超
え、年収200万円に満たな
い「働く貧困層」が一千万人
を超えている実態は、わが
国の機材と産業のまともな
発展と社会の安定にとって
これ以上放置できない問題
だから。

1

社会保障費の抑制策の結
果、医療、年金、介護、障害
者福祉などがズタズタにさ
れ、社会的弱者が真っ先に社
会保障制度から排除されてき
ました。社会的弱者の負担軽
減と将来不安の解消を図る上
で、生Sかうの転換は待ったな
しです。

埼玉2区 共産党 村岡まさつぐ

埼玉4区 共産党 桜井晴子 1
こんな状況を放置し
ては「文明国」とはい
えない。

1
政府に貧困対策を自覚さ
せる為。

1
不安定雇用が3分の1を超
えるなど異常。ゼロに近づ
けるべきです。

1
社会保障費削減という基本方
針そのものを撤回すべき。

埼玉7区 共産党 長沼チネ 1

わが国の相対的貧
困率がOECD加盟国
25ケ国の中で第5位
の15.3%という高位で
あることは、極めて
深刻な問題です。政
府はわが国の貧困
をなかなか認めよう
としていませんが、
貧困問題に真正面
から向き合い、政策
的な対応をとらない
限り、貧困と格差が
ますます拡大し、犯
罪の多様化や少子
化などの社会的な
歪みをますます大き
くすることになると考
えます。

1

政府として貧困率を測定す
ることは、社会保障制度が
現実に機能し、貧困者を救
済しているかどうかの実態
を把握し、制度から漏れて
いる人々に救済するための
対策を講ずるうえで欠かせ
ない調査であると考えるか
らです。

1

「使い捨て」の不安定雇用
が全労働者の3分の1を超
え、年収200万円に満たな
い「働く貧困層」が1千万人
をこえている実態は、わが
国の経済と産業のまともな
発展と社会の安定にとって
これ以上放置できない問題
ではないでしょうか。

1

社会保障費の予算が毎年
2200億円削減されてきた結
果、医療、年金、介護、障害
者福祉など、あらゆる分野が
ズタズタにされ、高齢者や障
害者、貧困世帯といった社会
的弱者が真っ先に釈迦保証
制度から排除されてきまし
た。社会的弱者の負担軽減と
将来不安の解消をはかる上
で政策の転換は待ったなしの
課題です。

埼玉8区 共産党 塩川鉄也 1 1 1 1

栃木1区 共産党 小池一徳 1

国際的にもきわめて
高い水準であり、国
が重点的に取り上
げなければならない
課題です。

1

一定水準以下の生活は国
が責任をもって改善をはか
るようにすべきです。その
ために実態を調査しておか
ねばなりません。

1

非正規雇用は国民生活を
不安定にし、将来への希望
を奪い取ってしまいました。
したがって対処すべき重大
な問題です。

1

この社会保障費の削減が国
民のくらしを根底から破壊す
る方向へ導いてきた。絶対に
再現させるべきではありませ
ん。

比例区 共産党 あやべ澄子 1 1 1 1

比例区 共産党 伊藤　岳

比例区 共産党 片山和子 1 1 1 1

比例区 共産党 小池一徳

比例区 共産党 酒井宏明

比例区 共産党 桜井晴子

比例区 共産党 塩川鉄也

比例区 共産党 田谷武夫

茨城1区 幸福実現党 金沢光司

茨城2区 幸福実現党 中村幸樹

茨城3区 幸福実現党 宮本春樹

茨城4区 幸福実現党 中村伸丈 1 1
政府として国民の生活実態
を把握する必要はあるで
しょう。

1

正社員として仕事ができる
よう、技術・資格取得・勉強
の機会をつくり、再就職、転
職できるよう、支援していく
べきだと考えます。

2

社会保障費総額22兆円。これ
が適正に使われてるか、適正
でないか、内訳がチェックされ
てません。全部、支出の中身
をチェックすべきです。

茨城5区 幸福実現党 野口航太
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

茨城6区 幸福実現党 鈴木俊博

茨城7区 幸福実現党 杉浦　昭

群馬1区 幸福実現党 滝崎明彦

群馬2区 幸福実現党 蜂須　豊 1

貧困層に対しても、
余分な税金がかか
るシステムになって
います。税金をリスト
ラし、簡素化すべき
だと思います。

2

貧困層の定義が「可処分
所得分布の中央値の半分
以下」であり、実質的に貧
困層の底上げができてお
り、生活に支障がなけれ
ば、貧困率が高くても問題
はありません。

2

非正規雇用者割合が問題
なのではなく、景気低迷で
不当な扱いを受けているこ
とが問題だと思います。

1

無理な歳出削減策を行えば、
結果として医療や介護を利用
する国民の生活を脅かすこと
になります。

群馬3区 幸福実現党 石見泰介

群馬4区 幸福実現党 森田貴行

群馬5区 幸福実現党 生方秀幸

埼玉10区 幸福実現党 町田貴志

埼玉11区 幸福実現党 黒田嘉寛

埼玉12区 幸福実現党 清水鉄男 1

景気対策に連動して
いる。日本全体の景
気が回復してくれば
貧困の問題も解決し
ていける。

2

ある程度は必要であるが、
全てを国に依存する考え方
をできるだけ少なくし、自立
できる人を増やしていく方
向性が重要である。景気浮
揚対策や減税の対策も貧
困層を少なくしていく有効な
対策である。

2

雇う側、雇われる側のニー
ズにあった雇用形態は自
由主義社会ではあっても良
い。自由に働ける環境は必
要である。

無回答

埼玉13区 幸福実現党 鈴木こず恵

埼玉14区 幸福実現党 谷井美穂

埼玉15区 幸福実現党 石井　安

埼玉1区 幸福実現党 内海浩唯

埼玉2区 幸福実現党 鈴木　豪

埼玉3区 幸福実現党 飯田　剛

埼玉4区 幸福実現党 水野武光

埼玉5区 幸福実現党 佐々木正子

埼玉6区 幸福実現党 院田浩利

埼玉7区 幸福実現党 野沢永光 1

今の不況は日本の
政府の2006年金融
引締めから始まり、
派遣の問題はゆとり
教育が大きく影響し
ていると考えます。
国家の政策により、
貧困はとめられると
考えています。

2

視点はあくまで、経済的に
発展させる方向で。減税に
よる景気拡大で貧困率を考
える時間を発展のための
時間にかえます。

1

派遣会社の社員教育／正
規雇用には好景気が必
要。→減税によって実現。
学校でのゆとりの完全廃止
で努力の価値を認める。教
育、競争、忍耐力をきっちり
と教育していくことで、20代
の若者の派遣状況はかわ
ります。

2

国の景気対策次第。減税は
今年イギリスでも好景気の原
因となっているが、この実施で
国の税収増やす算段をたて
る。それから抑制の有無を考
えるべき。

埼玉8区 幸福実現党 桜沢正顕

埼玉9区 幸福実現党 各務正人

栃木1区 幸福実現党 河内宏之

栃木2区 幸福実現党 坂下邦文

栃木3区 幸福実現党 斎藤克己 1 1 1 1

栃木4区 幸福実現党 関沢知尋

栃木5区 幸福実現党 森　兼光

比例区 幸福実現党 新井　明

比例区 幸福実現党 石川悦男

比例区 幸福実現党 緑川風子

比例区 公明党 石井啓一

比例区 公明党 遠藤乙彦

比例区 公明党 長沢広明

比例区 国民新党 中村公一

茨城1区 自民党 赤城徳彦 2

「考えない」というよ
り、「分からない」と
いうのが本音です。
「１－貧困率」つま
り、0．85に含まれる
国のサービスと、例
えばデンマーク0．95
に含まれるサービス
の水準がどのように
違うか分からないか
らです。

2

貧困率の測定はその結果
によって扶助しようとする場
合、その水準の正否をめぐ
り、大きな問題が予想され
ます。利用の目的をはっき
りさせないと混乱が生ずる
と思います。

1 1

茨城2区 自民党 額賀福志郎

茨城3区 自民党 葉梨康弘

茨城4区 自民党 梶山弘志

茨城5区 自民党 岡部英明

茨城6区 自民党 丹羽雄哉

北
関
東
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

茨城7区 自民党 永岡桂子

群馬1区 自民党 尾身幸次

群馬2区 自民党 笹川　尭

群馬3区 自民党 谷津義男

群馬4区 自民党 福田康夫

群馬5区 自民党 小渕優子

埼玉10区 自民党 山口泰明

埼玉11区 自民党 新井悦二

埼玉12区 自民党 小島敏男

埼玉13区 自民党 土屋品子

埼玉14区 自民党 三ツ林隆志

埼玉15区 自民党 田中良生

埼玉1区 自民党 金子善次郎

埼玉2区 自民党 新藤義孝

埼玉3区 自民党 今井　宏

埼玉4区 自民党 早川忠孝 1 1 1 1

埼玉5区 自民党 牧原秀樹

埼玉6区 自民党 中根一幸

埼玉7区 自民党 中野　清

埼玉8区 自民党 柴山昌彦 1

絶対的な生活水準
の低い世帯をなくし
ていくことが政策上
求められる。

1

「公認」とするかはともかく、
諸外国と比較するべき「貧
困率」を持つことは望まし
かろう。

△

非正規雇用そのものの数
（率）も問題だが、その待遇
の改善が大きな課題だと考
える。（同一労働、同一待
遇を目指す）

△ 状況に応じて検討するべき。

埼玉9区 自民党 大塚　拓

栃木1区 自民党 船田　元 1 1 1 1

栃木2区 自民党 西川公也

栃木3区 自民党 森山真弓

栃木4区 自民党 佐藤　勉

栃木5区 自民党 茂木敏充

比例区 自民党 大高松男

比例区 自民党 佐田玄一郎

比例区 自民党 並木正芳

群馬5区 社民党 土屋富久 1 1 1 1

埼玉13区 社民党 日森文尋 1
貧困問題の解決は
政治の責任。

1
実態がわからないと適切な
対応はできない。

1
非正規雇用の増大は賃金
の抑制を招き経済に悪影
響を与える。

1
本来なら増大すべき。社会保
障の最低ラインの維持のため
に。

比例区 社民党 松澤悦子 1

経済大国でありなが
ら貧困率が高いこと
は失政だと考える。
特に、課税措置後に
格差が拡大する税
制は世界でも類を見
ない。政治の貧困以
外何ものでもない。

1

正確な貧困の統計をとって
いないということは、貧困問
題に取り組む姿勢を制Fが
もっていないことを現してい
る。

1

経営側の求めに応じて雇
用ルールを規制緩和してき
た結果、非正規の増大と非
人間的な労働条件を生ん
でいる。直接雇用と期間の
定めのない雇用を原則とし
た労働者保護のための法
整備が急務だ。（労基法の
厳格化、派遣法の抜本改
正）

1

今、最も弱い立場の人を不安
に陥れているのは、社会保障
制度の崩壊だ。構造改革が
毎年削ってきた社会保障費は
憲法が保障する「最低限度の
くらし」のためのものだ。削る
ことは許されない。

茨城1区 民主党 福島伸亨

茨城2区 民主党 いしづ政雄

茨城3区 民主党 小泉俊明

茨城4区 民主党 高野　守 1 1 1 1

茨城5区 民主党 大畠章宏

茨城6区 民主党 大泉ひろこ

茨城7区 民主党 やなぎた和己

群馬1区 民主党 宮崎岳志

群馬2区 民主党 石関貴史

群馬3区 民主党 柿沼正明

群馬4区 民主党 三宅雪子 1

日本はこれまで本格
的な貧困対策がな
かった。このままで
は、社会保険制度が
崩壊なおそれがあ
る。

1

国民の平均的所得の半分
以下の所得階層を貧困層
として相対的貧困率を国で
進めるべき。

1

若年層では50％を上回る
非正規率となっており、社
会不安を招く水準にきてい
る。

1

ムダな公共事業や官僚主導
のバラマキを放置したまま
で、社会保障を抑制する政策
は国民生活を無視するもの。

埼玉10区 民主党 松崎哲久

埼玉12区 民主党 本多平直 1 1 1 1

埼玉13区 民主党 森岡洋一郎

埼玉14区 民主党 中野　譲

埼玉15区 民主党 高山智司 1 1 1 1

埼玉1区 民主党 武正公一

埼玉2区 民主党 石田勝之
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

埼玉3区 民主党 細川律夫 1
すでに平等神話は
崩壊、格差大国に
なっている。

1
客観的な評価を政府自ら
がすべきである。

1
均等待遇の実施、有期労
働の規制など対処すべきで
ある。

1
社会保障費の一律抑制は誤
り。

埼玉4区 民主党 神風英男

埼玉5区 民主党 枝野幸男 1 1 1 1

埼玉6区 民主党 大島　敦

埼玉7区 民主党 小宮山泰子

埼玉8区 民主党 おのづか勝俊

埼玉9区 民主党 五十嵐文彦 1

日本には従来本格
的な貧困対策がな
かった。このままで
は、社会保険制度
（年金・医療・介護）
などが崩壊する。

1

国民の平均所得の半分以
下の所得階層を貧困層と
する相対的貧困率を国とし
て認めるべき。

1

若者の間では50％を上回
る非正規率となっており、社
会不安を招くレベルに達し
ている。

1
公共事業計画を優先し、社会
保障を抑制する政策は国民
生活を無視するもの。

栃木1区 民主党 石森ひさつぐ 1

日本の貧困率は先
進諸国の中でも高
位にあり、早急に政
府（政策的な）として
の対応が必要であ
る。

1

社会保障制度を真の意味
でのセーフティネットとする
ためにも、基礎的データと
しての貧困率を持つべきで
ある。

1

非正規雇用が格差拡大の
大きな一要因となっており、
格差是正のためにも早急
に対処すべき問題である。

1

抑制によって、地方・地域に
おける医療施設の減少や医
師不足、社会保険の負担増
等が国民にとって深刻な問題
となっているため、撤回すべ
きである。

栃木2区 民主党 福田昭夫

栃木4区 民主党 山岡賢次

栃木5区 民主党 富岡　芳忠

栃木3区 みんなの党 渡辺喜美

茨城7区 無所属 中村喜四郎

群馬1区 無所属 山田　晶 1 1 1 1

群馬3区 無所属 長谷川嘉一 1 1 1 1

埼玉11区 無所属 小泉龍司

埼玉13区 無所属 武山百合子

埼玉2区 無所属 臼田敦伸

埼玉2区 無所属 浜口　聡

埼玉7区 無所属 山田将之

栃木4区 無所属 植竹哲也

東京10区 共産党 山本敏江 1 1

小学6年生の08年度学力テ
ストの結果と収入の格差で
学力の差が出たという調査
結果が初めて報告されまし
たが、政府がきちんと調査
し、貧困率比率がどの程度
までいっているのか必要だ
と思います。

1

企業は安上がりの労働力
を使うために、規制緩和を
行い、派遣労働者を製造業
にまで拡大してきた結果で
す。労働法の抜本的見直し
をして労働者を守る保護法
にすべきです。

1

社会保障費が削られ、「医療
難民」「介護難民」など弱者が
排除されてきた。必要な福祉
施策が削られた結果、貧困と
格差がさらに広がっていま
す。引き続き撤回すべきで
す。

東京11区 共産党 徳留道信 1

現代の貧困と格差
の拡大は、まさに政
治災害であり、労働
者派遣法などにより
使い捨ての働かせ
方が拡大、社会保障
の切り捨てが広がっ
たことによるもので
あり、政治の責任が
問われている。

1
まず実態の把握によって解
決策も明確になる。

1

不安定な働かせ方は、ワー
キングプアにもつながり、日
本の経済のあり方としても、
企業のあり方としても放置
できない。

1

抑制方針が社会的弱者をこ
の制度から排除するという異
常な事態をつくり出しており、
拡充方針に転換すべきであ
る。

東京12区 共産党 池内沙織 1

今日の貧困と格差
の広がりは、自公政
権による派遣労働
の原則自由化や社
会保障の連続改悪
などがもたらしたも
のであり、この政治
を大もとから変える
ことが必要です。

1

実態を把握することは、貧
困問題を解決する上で政
治がなすべき当然の前提
です。

1

低賃金、不安定な非正規雇
用の拡大から正規雇用が
当たり前の流れにきりかえ
ていくことは、国民のくらし、
日本経済の発展にとっても
必要なことです。政治が真
剣に対処すべき問題です。

1

毎年2200億円の削減で医療
も介護も必要なサービスを国
民が得られない状態です。税
金の集め方、使い方を変えて
社会保障の予算は抜本的に
拡充すべきです。

東京13区 共産党 渡辺修次 1
政治が貧困を生み
出す政策を進めてい
る。これを正したい。

1

納税が義務になっているの
は富の再配分機能を十分
発揮して貧困をなくすこと
が本来求められているか
ら。

1

大企業の利益を増大させる
ために非正規雇用が拡大
され、違法・無法な働かせ
方が横行している。派遣労
働者を保護する立法化が
必要。

1

社会保障費の性格からはじ
めから抑制するなどは間違
い。人間の命、健康を守る施
策は優先すべき課題。

東京14区 共産党 伊藤文雄 1

自公政権の下で引
き上がった貧困率で
あり、対策が急務で
す。

1

政治に責任を負う立場か
ら、世界的に公認された基
準でデータをとるのは当
然。

1

国民のくらしと権利を守るた
めにまた日本経済の今後
にとっても、雇用制度の改
善に急いで取り組むことが
必要。

1
撤回継続は当然で、社会保
障費を拡大する方向に転換
すべきです。
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

東京15区 共産党 吉田年男 1

今日の格差拡大と
貧困は、自公政権に
よる労働の規制緩
和や社会保障制度
の切りすてによって
もたらされたもの。

1
政治が責任を果たすため
には、実態把握は当然。

1

非正規雇用の急速な拡大
は国民のくらしにとっても、
日本経済の現在と将来に
とっても重大問題。

1
撤回継続は当然。削減から拡
充への大転換が必要。

東京16区 共産党 河合恭一 1

今日の格差拡大と
貧困は、自公政権に
よる労働の規制緩
和や社会保障の連
続切りすてなどに
よってもたらされたも
のです。政治が解決
に力をつくすことは
当然です。

1
政治が責任を果たす上で、
自ら実態を把握することは
当然です。

1

低賃金の非正規雇用の急
速な拡大は国民のくらしに
とっても日本経済の現在と
将来にとっても重大な問題
です。政治家として真剣に
とりくむのは当たり前です。

1
撤回継続は当然です。削減で
はなく拡充への大転換こそ行
うべきです。

東京17区 共産党 新井杉生 1

今日の格差と貧困
は、自公政権の労
働・雇用政策による
政治的災害によるも
のであり、政治が解
決すべきである。

1

政府が責任ある実態調査
を行い、現状を把握するこ
とがすべての解決策の出
発点である。

1
今日のわが国における民
生安定をめざす政治課題
の筆頭がこの問題である。

1
削減策をやめるとともに拡大
すべきである。

東京18区 共産党 小泉民未嗣 1

今日の格差拡大と
貧困は、自公政権に
よる労働の規制緩
和や社会保障のあ
いつぐ切りすてなど
が原因です。政治が
解決に力をつくすの
は当然です。

1
政策実現のためには実態
把握は不可欠です。

1

非正規雇用の拡大はヨー
ロッパより深刻です。「正規
雇用があたりまえ」の社会
を目指すべきです。

1

医療、介護など社会保障のあ
らゆる分野で非常に深刻な実
態があります。これ以上の予
算削減はすべきでありませ
ん。逆に増額すべきです。

東京19区 共産党 清水明男 1 1 1 1

東京1区 共産党 冨田直樹 1 1 1 1

東京20区 共産党 池田真理子 1

今日の貧困と格差
拡大は自公政権に
よる政治災害です。
政治の責任で解決
に力をつくすべきで
す。

1 1

非正規で将来の見通しも立
たない方がこんなに大勢い
ることは日本の将来にとっ
て重大問題です。

1
逆に削減から拡充への転換
をおこなうべきです。

東京21区 共産党 星　篤麿 1

今日の貧困は、労働
法制の改悪、社会保
障予算の削減によ
る政治災害であり、
政治が解決するの
は当然。

1
実態をつかまなければ正し
い政策はできない。

1

私は街頭労働相談を行い、
非正規雇用のひどさを実感
した。この問題はなんとにも
改善したい。

1

東京22区 共産党 吉岡正史 1

今日の格差拡大と
貧困は、自公政権に
よる労働規制援助
や社会保障連続切
り捨てなどによって
もたらされたもの。
政治が解決に力を
つくすのは当然だ。

1
政治が責任を果たす上で、
自ら実態を把握することは
当然のこと。

1
低賃金の非正規雇用の急
速な拡大は、

東京23区 共産党 古橋良恭 1

自公政権による規
制緩和や社会保障
の切り捨てなどに
よってもたらされたも
の。政府が解決に努
力するのは当然で
す。

1
自らが実態をつかむのは
解決方向を示す上で大事。

1
働く者の権利が守られない
ゆゆしき事態。日本の将来
にかかわる重大な問題。

1
撤回継続は当然です。削減で
はなく拡大こそ政治の責任。

東京24区 共産党 長谷川暁 1

今日の貧困の拡大
は自公政権による
労働規制緩和や社
会保障の相次ぐ切り
捨てなどによっても
たらされたもので
す。貧困の解決のた
めに政治が力をつく
すことは当然です。

1
政治が責任を果たす上で、
自ら実態を把握することは
当然です。

1

低賃金の非正規雇用の急
速な拡大は国民のくらしに
とっても日本経済の現在と
将来にとっても重大な問題
です。大企業が雇用に対す
る社会的責任を果たすよう
政治が真剣に対処すべき
です。

1

社会保障費の抑制による被
害は、医療でも介護でもとても
深刻です。抑制はもともと行う
べきでなく、撤回継続は当然
であり、削減から拡充への大
転換を行うべきです。
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

東京25区 共産党 鈴木　治 1

市場まかせの規制
緩和政策が生み出
してきたものであり、
政治にこそ貧困対策
をおこなう責務があ
ると考えます。

1
まず現状を把握するところ
から始めなければいけない
と考えます。

1

不安定な雇用は暮らしの悪
化、消費の低迷、社会保障
制度への悪影響などにつな
がり大問題。正規雇用を増
やす対策が必要。

1

社会保障費の削減は国民生
活の悪化の大きな原因となっ
た。予算で削るのなら軍事
費、大型公共事業などがまず
先だと考える。

東京2区 共産党 中島　束 1

日本の貧困と格差
拡大は、大企業の横
暴を許し国民の生活
より大企業の言いな
りの自民、公明政権
による構造改革路
線によりすすめられ
た、労働規制緩和、
社会保障切り捨てに
より、世界に例を見
ないほどの深刻な形
で現れている。直ち
に国の責任で、雇
用、社会保障、中小
企業、農林水産、税
制など、国民のくらし
を守る政策をとるべ
きである。

1

政府が、貧困の実態をきち
んと把握するのは当然であ
る。その上で、対策を至急
とるべきである。

1

雇用破壊の実態はすさまじ
いものがあり、働く貧困層
が増大している。非正規雇
用の急速な増大は、内需を
冷え込ませ、国民全体のく
らしに影響を及ぼし、少子
化を激しくし、日本経済と社
会の衰退をひきおこす。ま
ずは、労働者派遣法の抜
本改正と1時間1000円以上
の全国一律最低賃金制を
確立する。財界いいなりを
やめさせる法的規制を強化
し、人間らしく働けるルール
をつくる。

1

社会保障費2200億円抑制は
すべきではなかったもの。撤
回継続は当然すべき。社会保
障は憲法25条にあるように国
が国民をまもるためにすべき
当然の仕事である。この抑制
によりうけた国民の被害は、
医療、介護、障害者福祉な
ど、苛酷なもの。軍事費削減
と、大企業や富裕層への減税
をやめることで、社会保障費
は消費税増税に頼らなくても
増税できる。

東京3区 共産党 沢田英次 1

貧困の原因は自己
責任ではありませ
ん。自公政権による
労働規制緩和で政
治の責任・・・。だか
ら政治が解決に力を
つくすべきです。

1

貧困ラインは色々あるが、
貧困の実態も十分につか
むべき。貧困はあってはな
らないもの。ただちに、解決
しなければいけません。

1 1
社会保障費の抑制策はやめ
て、削減から拡充こそ急ぐべ
き。

東京4区 共産党 渋谷　要 1

今日の格差拡大と
貧困は、自公政権に
よる労働規制緩和
や社会保障の連続
切り下げなどによっ
てもたらされた政治
災害とも言えるもの
です。政治が解決の
為に力をつくすこと
は当然です。

1

政治が責任を果たすため
に実態把握を行うのは当然
ですし、世界でも通用する
統計によって指標を持つべ
きです。

1

低賃金の非正規雇用の拡
大が、国民の暮らしや日本
経済に及ぼしている状況は
放置できるものではありま
せん。政治家として真剣に
取り組むことは当然と考え
ます。

1

初年度3000億円、その後毎
年2200億円抑制する・・・この
被害は医療・介護ともに非常
に深刻な事態を引き起こして
います。撤回継続は当然で
す。これまでの削減の累積に
よってもたらされた被害の回
復も含め、拡充することこそ
必要です。

東京5区 共産党 宮本　栄 1

今日の貧困の広が
りは、自公政権の下
ですすめられた労働
の規制緩和、医療・
年金・介護・生活保
護など社会保障制
度の改悪など「政治
災害」ともいうべきも
の。政治によって解
決するのは当然のこ
とです。

1
貧困問題を解決する上で
実態把握をするのは当然
のことです。

1

貧困をつくり出している低
賃金の非正規雇用を解消
することは国家的な課題で
す。正規雇用が当たり前と
いう状況にむけて真剣に取
り組むべきです。

1

福祉・医療の現場を深刻にさ
せている抑制はただちに止
め、拡大への大転換が必要
です。

東京6区 共産党 佐藤直樹 1

自公政権による社
会保障費の抑制な
どが格差と貧困を広
げた。政治の力で解
決すべきです。

1
解決するために、実状をき
ちんと把握するのは当然の
ことです。

1

非正規雇用の増大は「貧困
と格差」の面でも、日本経
済の面でも、緊急に解決す
べき問題です。

1
撤回は当然です。社会保障費
は抑制どころか、拡充してこ
そ当然です。

東京7区 共産党 太田宣興 1

格差拡大と貧困は
自公政権による労
働規制緩和、社会保
障連続切り捨てなど
によってもたらされ
たもので、政治が解
決にむけ全力をつく
すのは当然のこと。

1
政治が責任を果たす立場
で実態を把握することは当
然のこと。

1

非正規雇用の拡大は、国
民のくらしにとっても日本経
済にとっても重大問題。政
治家として真剣に取り組む
大問題。

1

この間の抑制により、医療、
介護、など深刻な事態となっ
ている。削減から拡充の大転
換をはかりましょう。

東京8区 共産党 沢田俊史 1

構造改革路線など
悪政が今日の事態
をつくり出しているか
ら政治が責任をもっ
て改善すべき。

1
政治が責任を持つ上で何
らかの目途が必要。

1
法律の改正などで対処す
べき。

1 むしろ拡充すべき。

東
京

11



地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

東京9区 共産党 岸　良信 1

日本の貧困は、政治
による格差拡大政
策によって生じたも
のです。先進国の中
で日本の貧困率は
高く、政治的・政策
的な対処が不可欠
です。

1

政府として、社会に責任を
負う上で、実態を正確につ
かみ、それを公表しつつ改
善し、その結果（数値）を公
表して努力するのはあたり
まえです。

1

低い賃金の不安定な非正
規雇用の増大は、働く人と
国民にとって重大な問題な
だけでなく、日本経済の現
状と将来にとっても深刻な
悪影響をもたらす。

1

社会保障費の抑制政策その
ものが間違いです。このような
国民に犠牲を強いるやり方
は、将来不安と社会の不安定
化をもたらし、健全な消費や、
発展を阻害し、経済発展を長
期的にはさまたげます。

比例区 共産党 池田真理子

比例区 共産党 笠井　亮 1 1 1 1

比例区 共産党 徳留道信

比例区 共産党 谷川智行 1 1 1 1

東京10区 幸福実現党 泉　聡彦

東京11区 幸福実現党 前田浩一

東京12区 幸福実現党 饗庭直道

東京13区 幸福実現党 藤山和正

東京14区 幸福実現党 吉田昌文

東京15区 幸福実現党 井寺英人

東京16区 幸福実現党 小島一郎

東京17区 幸福実現党 深尾一平 1 2 1 2

東京18区 幸福実現党 森　香樹

東京19区 幸福実現党 石田真一郎

東京1区 幸福実現党 田中順子

東京20区 幸福実現党 阿部一之

東京21区 幸福実現党 山本充志

東京22区 幸福実現党 辻村智子

東京23区 幸福実現党 松尾洋平

東京24区 幸福実現党 小野沢智子 2

はたして日本は貧困
国でしょうか。正しい
経済政策によって日
本の繁栄は確実視
されているのが世界
の常識です。

2

正当な自助努力なしに貧困
になっていく人もいますの
で、貧困率という固定した
パラメータを規定してしまう
と各個人が自主的な努力
を放棄して、国家に頼り
きってしまうことを危惧して
おります。

2

派遣社員は契機がなくなっ
たらば仕事がなくなる前提
で採用されており、そこで非
正規採用率というパラメー
タをもちだしても本人の意
志がはいっています。この
パラメータを元に議論する
のはあまり意味がないので
はないでしょうか。

2

まずは景気を回復させるのが
衆議院の緊急の使命です。そ
れを実現した上で社会保障費
が適正かどうか議論すべきで
あると考えます。

東京25区 幸福実現党 小鮒将人

東京2区 幸福実現党 加藤文康

東京3区 幸福実現党 一倉洋一

東京4区 幸福実現党 下川貴久枝

東京5区 幸福実現党 木下　真

東京6区 幸福実現党 中岡陽子

東京7区 幸福実現党 与国秀行

東京8区 幸福実現党 植田誠一

東京9区 幸福実現党 沖原唯浩

比例区 幸福実現党 大川隆法 無回答 無回答 無回答 無回答

比例区 幸福実現党 河口純之助

比例区 幸福実現党 斎藤忠彦

比例区 幸福実現党 さとうふみや

比例区 幸福実現党 城取孝司

比例区 幸福実現党 ドクター・中松

東京12区 公明党 太田昭宏

比例区 公明党 高木美智代

比例区 公明党 高木陽介 1 △

どちらともいえない
所得などの数値で判断でき
る分野以外にも仕事や住
宅の状況、地域差など様々
な状況がＺるため一概には
いえない。

1 1

東京25区 国民新党 真砂太郎 1 1
国民が以前のように中流
意識をもてるような社会に
することが大事である。

1
特に経団連会長のキャノン
が、先頭に立って対処すべ
き問題である。

1

比例区 国民新党 中村慶一郎 1 1 1 1

東京10区 自民党 小池百合子

東京11区 自民党 下村博文

東京13区 自民党 鴨下一郎

東京14区 自民党 松島みどり

東京15区 自民党 木村　勉

東京16区 自民党 島村宜伸
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

東京17区 自民党 平沢勝栄 △

積極的経済政策と
生活保護などの社
会政策双方によって
対応すべき。

1 1 1

東京18区 自民党 土屋正忠

東京19区 自民党 松本洋平

東京1区 自民党 与謝野馨

東京20区 自民党 木原誠二

東京21区 自民党 小川友一

東京22区 自民党 伊藤達也

東京23区 自民党 伊藤公介

東京24区 自民党 萩生田光一

東京25区 自民党 井上信治

東京2区 自民党 深谷隆司

東京3区 自民党 石原宏高

東京4区 自民党 平　将明

東京5区 自民党 佐藤ゆかり

東京6区 自民党 越智隆雄

東京7区 自民党 松本文明

東京8区 自民党 石原伸晃

東京9区 自民党 菅原一秀

比例区 自民党 愛知和男

比例区 自民党 安井潤一郎

比例区 自民党 若宮健嗣

比例区 みんなの党 清水清一朗 1 1 1
同一労働・同一賃金を目指
すべきだ。

1
抑制を続けることはひずみを
拡大する。

比例区 自民党 猪口邦子

東京8区 社民党 保坂展人 1
非常に高いレベルに
ある。政策的な対応
は喫緊の問題。

1

厚生省（当時）が1965年に
要保護者数の公表を中止
して以降、公的な生活保護
捕捉率等の算定を行ってい
ない。実態を正確に把握す
るために継続的に調査を
行うべきである。

1

労働法制の“規制緩和”に
よって、不安定雇用が拡大
した。直接雇用、定めのな
い雇用を労働契約の原則と
するため、労働契約法、労
働者派遣法をかいせいす
べき。

1

社会保障は、社会が支え合う
セーフティネットである。社会
的弱者の保護のみならず、長
期的な社会の安定や発展の
土台となるものである。

比例区 社民党 池田一慶 1 1 1 1

東京1区
世界経済
共同体党 又吉光雄

東京11区 日本新党 有田芳生 1 1 1 1

東京10区 民主党 江端貴子

東京12区 民主党 青木　愛

東京13区 民主党 平山泰朗

東京14区 民主党 木村剛司

東京15区 民主党 東　祥三 1 2 1 1

東京16区 民主党 初鹿明博 1 1 1 1

東京17区 民主党 早川久美子

東京18区 民主党 菅　直人 1 1 1 1

東京19区 民主党 末松義規 1 1 1 1

東京1区 民主党 海江田万里

東京20区 民主党 加藤公一

東京21区 民主党 長島昭久

東京22区 民主党 山花郁夫

東京23区 民主党 櫛渕万里 1 1 1 1

東京24区 民主党 阿久津幸彦 1

OECDの調査によれ
ば先進国中、日本の
貧困率はアメリカに
次いで第2位です。
明らかにこれは「政
策的対応を要する」
レベルだと考えま
す。

1

政府がしっかりした政策的
な対応を行うために、世界
基準に合わせた貧困率の
測定は必要だと思います。

1

労働者派遣法の抜本改正
等も含め、正規雇用の拡大
へ向け、直接雇用を基本原
則とするなどの対処が必要
です。

1

健康で最低限の文化的生活
を営むためにも、引き続き撤
回を継続し、抑制を停止する
法制化を行うべきです。

東京2区 民主党 中山義活

東京3区 民主党 松原　仁

東京4区 民主党 藤田憲彦

東京5区 民主党 手塚仁雄

東京6区 民主党 小宮山洋子 1

子どもの貧困や、貧
困の連鎖など、その
実態把握を急ぐべき
であるから。

△

政府公認の貧困率が必要
かどうかはともかく、政府と
して看過できない貧困の状
況を明確にすべきではない

1
正規と非正規の間の大きな
溝を埋める努力は不可欠。

1
一律の抑制策が大きなひず
みをうんだと考えます。

東京7区 民主党 長妻　昭

東京9区 民主党 木内孝胤

比例区 民主党 小林興起
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

東京12区 無所属 小田々豊

東京15区 みんなの党 柿沢未途

東京4区 無所属 宇佐美登 1

国民の命と暮らしを
守り、一人一人の幸
福を実現するのが
政治の目的である
以上、看過できない
水準である。

1
データに基づいて対策を考
えるのは経営の基本。国家
経営においても当然。

1
正規、非正規の間で差別的
な労働慣行があってはなら
ない。

1

財政再建は重要だが、それ以
上に重要なのは費用対効果
の高い税金の使い途。やみく
もな費用の抑制は本末転倒。

神奈川10区 共産党 笠木　隆

神奈川11区 共産党 伊東正子

神奈川12区 共産党 渡辺慈子 1

OECD加盟国の中で
80年代半ばから
2000年の間に絶対
貧困が拡大した唯
一の国だから。

1

1965年以降、日本では生
活保護に必要な水準の世
帯数の把握がされていな
い。貧困をなくす姿勢が問
われる。

1
人間らしい労働のルールを
作るべき。ヨーロッパに比
べても極めて異常である。

1
今日の貧困と格差を拡大した
元凶。削減路線から拡充へと
転換すべき。

神奈川13区 共産党 近藤知昭 1
政策対応すべきで
す。

1
人間らしく働けるルールあ
る社会作りが強く求められ
ている。

1 1
社会保障費削減から、拡充へ
と舵を切り替えることこそ必
要。

神奈川14区 共産党 赤間友子 1

とりわけ、この10数
年の貧困の拡大は
異常ともいえる。当
然対応を要すると考
えます。

1
国の姿勢として、貧困の問
題に正面から取り組むため
にも必要と考えます。

1

不安定な雇用形態が拡大
し、常態化することは、日本
社会の安定的な発展の妨
げになると考えます。

1
そもそも自然に必要とされる
分を削るということ自体が間
違いです。

神奈川15区 共産党 西脇拓也 1

日本はOECD報告で
「80年代半ばから
2000年代の間に絶
対貧困が拡大した
唯一の加盟国」と指
摘されています。

1

日本では1965年を最後に
生活保護に必要な水準の
世帯数の把握が行われて
いません。国が貧困をなく
すという立場が問われてい
ます。

1

ヨーロッパ諸国と比べても
異常です。人間らしく働ける
ルールある社会を作ること
が求められています。

1

社会保障の抑制路線こそ、今
日の医師不足、医療崩壊、介
護難民などをつくりだし、貧困
と格差を生み出した元凶で
す。

神奈川18区 共産党 宗田裕之 1

この20年来の日本
の政策が貧困を拡
大したのは明らかで
す。

1
生活保護に必要な水準の
世帯数を把握することは政
府の責任。

1
政府の政策によって急増し
たものであり厳しい政策が
必要。

1

神奈川1区 共産党 香西亮子 1

日本はOECD報告で
「80年代半ばから
2000年代の間に絶
対貧困が拡大した
唯一の加盟国」と指
摘されており、政策
対応すべきです。

1

日本では1965年を最後に
生活保護に必要な水準の
世帯数の把握が行われて
いません。イギリスでは捕
捉率を公表。国が貧困をな
くすという立場に立てるか
姿勢が問われています。

1

ヨーロッパと比べてもあまり
にも異常。人間らしく働ける
ルールある社会を作ること
が求められています。

1

社会保障の抑制路線こそ、今
日の医師不足、医療崩壊、介
護難民などをつくりだし、貧困
と格差を生み出した元凶。社
会保障制度削減路線をやめ、
拡充へと舵を切り替えることこ
そ必要です。

神奈川2区 共産党 高山　修 1 1
政治の責任で「貧困をなく
す」のであれば、当然のこ
と。

1

「正社員として働くこと」があ
たりまえ!!　人間らしく働ける
ルールある社会をつくりま
す！

1

医療、介護など、社会保障の
ルールを壊してしまった元凶
が社会保障費抑制路線。くら
しのルールをつくりためにも抑
制から拡充へ。

神奈川3区 共産党 古谷靖彦 1

日本はOECD報告で
「80年代半ばから
2000年代の間に絶
対貧困が拡大した
唯一の加盟国」と指
摘されており、政策
対応すべきです。

1

日本では1965年を最後に
生活保護に必要な水準の
世帯数の把握が行われて
いません。

1

ヨーロッパと比較してもあま
りにも異常。人間らしく働け
るルールある経済社会を作
ることが求められています。

1

社会保障の抑制路線こそ、貧
困と格差を拡大した元凶。社
会保障制度削減路線をやめ、
拡充へと切り替え必要。

神奈川5区 共産党 岩崎　広 1

日本は絶対貧困が
80年代から2000年
にかけて増大した。
政策対応すべき。

1
貧困をなくすかどうか国の
姿勢が問われている。

1

人間らしく働けるルールを
確立することは、憲法25条
の立場からも早急に求めら
れている。

1
社会保障費抑制から拡充に
きりかえるべき。

神奈川6区 共産党 藤井美登里 1

OECDの中で「80年
代半ばから2000年
代の間に絶対貧困
が拡大した国は日
本だけ。政策対応す
べき。

1

日本は1965年以後生活保
護に必要な水準の世帯数
を把握していない。イギリス
では、3年ごとに捕捉率を
公表している。貧困をなくし
てゆくには貧困率を持つべ
き。

1

働く人を使い捨てにするよ
うな状況は不正常。人間ら
しく働けるルールある社会
を作る必要がある。

1

医療や介護の現状をみれば、
この2200億円の抑制がいか
にひどい結果を引き起こして
いるか。抑制は止め、拡充
へ。

神奈川9区 共産党 利根川武矩 1 1 1 1

千葉1区 共産党 安喰武夫 1

貧困が特別な存在
でなく、社会の実態
として蔓延している
現状を放置すること
はできません。

1
的確な政策判断の基礎
データとして当然必要だと
考えます。

1

雇用は本来正規雇用であ
るべきものです。非正規雇
用率のこれほどの高さは社
会の異常さを示すもので
す。

1
社会保障費は本来削減対象
になじまないものと考えます。

14



地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

千葉2区 共産党 小倉忠平 1

経済大国と言われる
日本で、15%以上と
いうのは、深刻な事
態にあり、所得再配
分機能が働いてい
ないと考えます。ム
ダな公共事業等を
削り、社会保障にお
金を使うべきです。

1

これまで貧困率の実態をつ
かまず、個々にまかせ、自
力、自助を押しつけてきた。
このあり方を転換して、貧
困率を持って、具体的な対
応、打開策を持つべきで
す。

1

この大本には、1999年の労
働法制が改悪され、派遣労
働が原則自由化されたこと
にあります。製造業への派
遣労働を禁止するなど、
1999年以前にもどすことを
求めます。

1

医療、介護、年金など深刻な
影響を与えてきています。自
民党の中からも異論が出てい
る。撤回を継続するだけでな
く、社会保障にもっと平等に配
分すべきです。

千葉4区 共産党 斉藤和子 1

憲法25条で定める
文化的で最低限度
の生活を営む権利
を、全ての国民が有
することから貧困を
なくすことは政府の
責任と思うから。

1

Ⅰでの考えから、貧困の基
準を明らかにすることは、
それ以下の生活をさせない
ために必要である。

1

派遣労働が製造業にまで
広がり、いつでももののよう
に切り捨てられている。派
遣労働法を1999年以前に
戻す。最低賃金を1000円に
引き上げる。同一労働同一
賃金を保障すべき。

1

日本経団連の強い要望で進
められてきたものですが、こ
の政策推進によっていりょう・
介護の崩壊を招いている。社
会保障充実の財源は、大企
業や高額所得者に減税して
いる分を是正し、軍事費など
を見直せば12兆円の財源を
生み出せる。千葉6区 共産党 山崎温之 1 1 1 1

千葉8区 共産党 加藤英雄 1

格差と貧困の広がり
は政治災害です。大
企業中心の政治か
らの根本転換が必
要です。

1
現状認識、事実をしっかり
つかむことが出発点です。

1

大企業などの求めに応じた
雇用の規制緩和が要因で
す。ただちに法改正を求め
た対応が求められていま
す。

1

そもそも「骨太方針2006」が出
発点です。この方針にもとづく
社会保障の削減は撤回すべ
きです。

比例区 共産党 遠藤昭子

比例区 共産党 小倉忠平

比例区 共産党 笠木　隆

比例区 共産党 加藤英雄

比例区 共産党 斉藤和子

比例区 共産党 志位和夫 1

日本の相対的貧困
率は、OECD加盟の
先進国中で4位とき
わめて深刻な事態
です。貧困問題に真
正面から向き合い、
政策的な対応をとら
なければ、貧困と格
差はますます拡大
し、社会的な歪みを
さらに深刻な事態に
追いやることになり
ます。

1

日本政府は他の先進国で
はあたりまえの「生活保護
の捕捉率」の調査さえして
いません。政府として貧困
の実態を把握することは、
国民を貧困から守る政治
姿勢の大前提の問題で
す。実態調査をおこない、
貧困をなくす具体的な計画
を策定するべきです。

1

非正規労働者のほとんど
が年収200万円以下の
「ワーキング・プア」です。非
正規雇用の問題は、正規
雇用の労働者を含め、人間
らしく、安心して働くことがで
きる経済と社会をつくってい
くために、緊急で最重要の
課題です。

1

破綻が明瞭となった社会保障
の切り捨て路線は撤回し、社
会保障を削減から拡充へと転
換させ、お金のあるなしで格
差をつけるのではなく、平等
な給付を保障するという社会
保障のルールを隔離すること
が必要です。

比例区 共産党 はたの君枝 1

きわめて深刻なレベ
ルだと考えます。
（OECD加盟先進国
中4位!!）

1
「生活保護の捕捉率」の調
査は、貧困から国民を守る
大前提です。

1

人間らしく、安心して働くこ
とができる経済と社会をつく
りためにこの問題を解決す
るのは緊急な問題です。

1
むしろ拡充するよう政策を転
換させます。

比例区 共産党 藤井美登里

比例区 共産党 宗田裕之

山梨1区 共産党 遠藤昭子 1 1 1 1

神奈川10区幸福実現党 島崎隆一

神奈川11区幸福実現党 鶴川晃久

神奈川12区幸福実現党 山田　茂

神奈川13区幸福実現党 鈴木千尋 2
世界全体のことを考
え、その中で貧困を
考えるべき。

2

逆に世界の中でどれだけ
日本が恵まれているかを示
し、世界貢献への意識を上
げるべし。

2

就職、転職をもっと自由に
し、転職やスキルアップを
サポートする。流動性を認
めるべきだ。

2
税金を上げ保障するのではな
く、逆に積極的な減税による
社会福祉を提言する。

神奈川14区幸福実現党 石川雅士

神奈川15区幸福実現党 浜田勇作

神奈川16区幸福実現党 住吉正充

神奈川17区幸福実現党 中野淳子

神奈川18区幸福実現党 遠山浩子

神奈川1区 幸福実現党 臼田寛明

神奈川2区 幸福実現党 松山幸寛

神奈川3区 幸福実現党 徳島正浩

神奈川4区 幸福実現党 小原真理

神奈川5区 幸福実現党 門守　隆

神奈川6区 幸福実現党 寺島博也

神奈川7区 幸福実現党 石井　諭
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神奈川8区 幸福実現党 小島祐行 2

貧困の定義が曖昧
であり、また世界の
貧困と日本の貧困
者の実体は相当に
異なります。それよ
りも景気回復と自立
機会の充実の方が
政策的対応と考えま
す。

2

貧困の定義は個人個人で
異なり困難である。貧困率
よりも貧困事由の測定によ
る対策と考えます。

2

雇用形態の自由は労使共
にある。それよりもいかにし
て景気を回復させるかの方
が重要。（景気回復による
問題の解決を図る）

2

基本的には抑制していくこと
を考えるが、それはあくまでも
給付以外の事務処理コストや
人の配置変えによるコスト削
減を目指すことを意味してい
ます。

神奈川9区 幸福実現党 小口裕嗣

千葉10区 幸福実現党 金井貴雄

千葉11区 幸福実現党 久我　司

千葉12区 幸福実現党 田辺丈太郎

千葉13区 幸福実現党 石井裕朗

千葉1区 幸福実現党 階　一喜

千葉2区 幸福実現党 矢代智康

千葉3区 幸福実現党 古川裕三

千葉4区 幸福実現党 山中宏一郎

千葉5区 幸福実現党 小野田厚志

千葉6区 幸福実現党 三島佳代子

千葉7区 幸福実現党 牧野正彦

千葉8区 幸福実現党 森　泰子

千葉9区 幸福実現党 伊藤純子

比例区 幸福実現党 市川茂浩

比例区 幸福実現党 黒川白雲

比例区 幸福実現党 志波光晴

比例区 幸福実現党 千葉伸二

比例区 幸福実現党 山本　崇

山梨1区 幸福実現党 早瀬浩行

山梨2区 幸福実現党 宮松宏至

山梨3区 幸福実現党 桜田大佑

神奈川6区 公明党 上田　勇 1

ただし、貧困率で判
断するよりも、最低
保障所得の水準に
着目。

無回答
質問のご主旨がよくわかり
ません。

1
正規と非正規の処遇格差
の改善が必要。

△

どちらでもない。
来年度は自然増の伸びは抑
制すべきではないが、それ以
降は経済情勢、財政事情など
を考慮して判断すべき。

比例区 公明党 谷口和史

比例区 公明党 富田茂之

比例区 公明党 古屋範子

比例区 国民新党 市川智志

神奈川10区 自民党 田中和徳

神奈川11区 自民党 小泉進次郎

神奈川12区 自民党 桜井郁三

神奈川13区 自民党 甘利　明

神奈川14区 自民党 赤間二郎

神奈川15区 自民党 河野太郎

神奈川16区 自民党 亀井善太郎

神奈川17区 自民党 牧島かれん

神奈川18区 自民党 山際大志郎

神奈川1区 自民党 松本　純

神奈川2区 自民党 菅　義偉

神奈川3区 自民党 小此木八郎

神奈川4区 自民党 林　潤

神奈川5区 自民党 坂井　学

神奈川7区 自民党 鈴木馨祐

神奈川8区 自民党 福田峰之

千葉10区 自民党 林　幹雄

千葉11区 自民党 森　英介

千葉12区 自民党 浜田靖一

千葉13区 自民党 実川幸夫

千葉1区 自民党 臼井正一

千葉2区 自民党 山中燁子

千葉3区 自民党 松野博一

千葉4区 自民党 藤田幹雄

千葉5区 自民党 薗浦健太郎 2

貧困の定義が必ず
しも一定と思えず、
国際比較することが
必ずしも現実的では
ないと思う。

1
貧困の定義について社会
的コンセンサスを得ること
が前提。

1 1

千葉6区 自民党 渡辺博道

千葉7区 自民党 斎藤　健

南
関
東
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千葉8区 自民党 櫻田義孝

千葉9区 自民党 水野賢一

比例区 自民党 浮島敏男

比例区 自民党 江崎洋一郎

山梨1区 自民党 赤池誠章

山梨2区 自民党 堀内光雄

山梨3区 自民党 小野次郎

神奈川12区 社民党 阿部知子 1 1 1 1

千葉7区 社民党 上田恵子 1 1 1 1

比例区 社民党 村上克子 1 1 1 1

神奈川10区 民主党 城島光力

神奈川11区 民主党 横粂勝仁

神奈川12区 民主党 中塚一宏

神奈川13区 民主党 橘　秀徳 1 1 1

当面は正規雇用の促進を
目指すが、正規と非正規格
差をなくし（同一労働同一
賃金）、各人が自分の働き
方を選択できるような環境
整備が必要。

1

神奈川14区 民主党 本村賢太郎

神奈川15区 民主党 勝又恒一郎

神奈川16区 民主党 後藤祐一

神奈川17区 民主党 神山洋介

神奈川18区 民主党 樋高　剛

神奈川1区 民主党 中林美恵子

神奈川2区 民主党 三村和也

神奈川3区 民主党 岡本英子

神奈川4区 民主党 長島一由 1 1 1 △
民主党の政策マニフェストを
実現することで自ずと枠には
とらわれず考えたい。

神奈川5区 民主党 田中慶秋 1 1 1 1

神奈川6区 民主党 池田元久

神奈川7区 民主党 首藤信彦 1 1 1
労働者派遣法自体を早急
に改正しなければならな
い。

1

神奈川8区 民主党 山崎　誠 1 1 1 1

神奈川9区 民主党 笠　浩史 1
特に子どもの貧困率
が上昇しているので
対応が必要。

1 まずは実態調査が必要。 1

直接雇用、期間の定めのな
い雇用を基本とすべきであ
り、法律により有期雇用を
規制する。また、非正規労
働者と正規労働者の均等
待遇を進める。

1

社会保障費の削減で、医療
崩壊と生活保護水準の引下
げがおこっており、撤回する
必要がある。

千葉10区 民主党 谷田川　元 1 1 1

非正規雇用は本来は例外
的なものであるはずなの
に、4割近くに達しているこ
とは極めて異常である。

1

社会保障制度が危機的な状
況にある中、2200億円もの抑
制を撤回するのは当然であ
る。

千葉11区 民主党 金子健一

千葉12区 民主党 中後　淳

千葉13区 民主党 若井康彦 1 1 1 1

千葉1区 民主党 田嶋要

千葉2区 民主党 黒田　雄

千葉3区 民主党 岡島一正 1 無回答勉強中 1 1

千葉4区 民主党 野田佳彦

千葉5区 民主党 村越祐民 1 1 1 1

千葉6区 民主党 生方幸夫 1 1 1 1

千葉7区 民主党 内山　晃

千葉8区 民主党 松崎公昭 1 1 1 1

千葉9区 民主党 奥野総一郎

山梨1区 民主党 小沢鋭仁

山梨2区 民主党 坂口岳洋

山梨3区 民主党 後藤　斎

神奈川4区 みんなの党 浅尾慶一郎

神奈川18区みんなの党 藤崎浩太郎

神奈川8区 みんなの党 江田憲司

神奈川9区 みんなの党 山内康一
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

神奈川14区 無所属 久賀和浩 1

日本は先進国であっ
て、後進国ではあり
ません。これからも
先進国であるために
は政策的に取り組
める問題が、そこに
あるのなら常に挑戦
するべきものと考え
ます。

1

世界のレベルと日本の中で
の貧困とはだいぶ違うと思
いますので、わが国独自の
基準を持つべきだと考えま
す。

1

雇用が安定していないと、
雇用者が先行きに不安を
持ちます。不安を持てば消
費活動が鈍化するのは当
然。非正規雇用は20％如
何にすべきだと考えます。

1
今は抑制すべきその予算を
景気雇用の対策へ回すべき
だと考えます。今はです。

神奈川17区 無所属 井上義行

神奈川1区 無所属 本田正美

神奈川4区 無所属 伊藤航平

千葉13区 無所属 橘　謙造

千葉4区 みんなの党 野屋敷いと子

千葉5区 みんなの党 田中甲

千葉6区 みんなの党 小平由紀

千葉6区 無所属 松本和巳 1 1 1 1

千葉9区 無所属 波田野辰雄 1

官民格差、民民格差
も拡大した。働いて
も生活保護世帯以
下の収入者も多い。
福祉の充実と最低
賃金制と共に新産
業育成も必要であ
る。

1
年に一度貧困率の調査を
行い、毎年公表すべきであ
る。

1

正規、非正規は企業のエゴ
である。同一条件の労働で
は分別すべきものではな
い。法的に改善すべきであ
る。

1
弱者を切り捨てる政策は問題
である。撤回すべきである。

山梨2区 無所属 長崎幸太郎

石川1区 共産党 佐藤 正幸 1

OECDの調査による
と、日本の相対的貧
困率は、OECD加盟
の先進国の中で4位
です。日本では、税
や社会保障による
貧困率の改善効果
が、他のOECD諸国
と比べてみても大変
小さい（OECDの報
告）からです。他の
先進国では当たり前
の「生活保護の補足
率」の調査すら行っ
ていない問題の改
善をはかり、実態に
即して政策的な対処
を開始すべきです。

1

OECDのほかEU（欧州連
合）なども、貧困率の指標
を重視しています。政府が
世帯単位に貧困の実態を
把握することは、国民を貧
困から守る国の政治姿勢
を示す大前提となります。
貧困の実態調査を行い、政
府が貧困を減らす具体的
な目標を策定して、計画的
に施策を講じる必要があり
ます。

1

1999年の労働者派遣法の
改悪により、労働法制の規
制緩和がすすみ、大企業は
安定した雇用を壊し、低賃
金と不安定な非正規雇用
に置き換え、日雇い派遣や
登録型派遣という「使い捨
て」の働かせ方が広がりま
した。雇用情勢が悪化する
中で、雇用を守り人間らし
い労働のルールを作り、雇
用政策を大きく転換するこ
とは、経済と産業、物づくり
のまともな発展と日本社会
の安定のためにも大事な問
題です。

1

毎年2200億円もの社会保障
費が削減されてきたため、日
本の社会保障制度は、世界
でも例がない異常な事態が、
あらゆる分野で引き起こされ
ています。暮らしを支えるべき
社会保障が、生活苦と貧困増
大の要因となり、家計と内需
を冷え込ませています。暮ら
しの安心と希望を奪う、社会
保障費2200億円の毎年削減
を撤回し、くらしを支えるルー
ルある社会保障作りをめざし
根本的に転換する必要があり
ます。

富山1区 共産党 佐伯 めぐみ 1

民間企業で働く人の
3割が年収200万円
以下という状態にあ
るなど、貧困はもは
や一部の人の問題
ではありません。多
くの国民がワーキン
グプアと背中合わせ
にあり、政策的対応
が急がれます。

1

日本における貧困の急激
な増大は際立っています。
「貧困大国日本」の現実を
直視し、対策の効果をはか
るうえでも必要です。

1

労働者派遣法改正で派遣
労働が原則「自由化」され
るなど非正規雇用拡大の
責任は国の政治にありま
す。改正前に戻すなどの対
処を急ぎ、「正規雇用が当
たり前」の社会にすべきで
す。

1

小泉内閣以来の削減方針が
暮らしの安心を奪ってきまし
た。富山県議会でも2008年6
月議会で削減方針そのもの
の撤回を求める国への意見
書を全会一致で採択していま
す。社会保障抑制政策そのも
のの転換が必要です。

長野1区 共産党 山口 典久 1 1 1 1

長野2区 共産党 岸野 正明 1 1
政府は調査すらしていな
い。世界の中でも異常な事
態です。

1
仕事は正規職員が当たり
前の働くルール作りが必要
です。

1

「削減」のノルマのために、
「受益者負担」の名の下に負
担が増える、受給抑制につな
がる制度改悪がおこなわれて
きました。その結果、医療や
介護分野で、社会保障の根
幹にかかわる深刻な事態が
生まれてきています。

長野3区 共産党 岩谷 昇介 1 1 1

「ハローワーク上田」管内で
は、有効求人倍率が長野
県下最低です。上田地方に
は車関連の製造業が集中
しており、非正規雇用のリ
ストラがすすんでいます。

1

上田地方では他の自治体以
上に医療問題が深刻です。医
療、介護、福祉の改悪ストップ
させることが必要です。
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地方 選挙区 政党 議員名 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

長野4区 共産党 上田 秀昭 1

いま生活保護を受け
ている人は対象とな
るべき人の1，2割と
され、政府はその実
態さえつかんでいな
い。実態調査を行
い、貧困を減らす具
体的目標を策定し実
施する必要がある。

1
国民を貧困から守る立場で
必要。

1

「非正規雇用」は偽装請
負、偽装派遣、契約途中解
除など違法、脱法の温床に
なっている。派遣労働を臨
時的・一時的な業務に限定
し、常用雇用の代替にして
はならないなど抜本改正し
労働者の権利を守る。

1

深刻な経済危機だからこそ、
社会保障削減路線を撤回し、
くらしを支える社会保障制度
拡充へと転換すべきです。

長野5区 共産党 三沢 好夫

新潟1区 共産党 武田 勝利 1 1 1 1

新潟6区 共産党 橋本 正幸 1 1 1 1

比例区 共産党 金元幸枝

比例区 共産党 佐伯めぐみ

比例区 共産党 佐藤正幸

比例区 共産党 武田勝利

比例区 共産党 中野さなえ 1

労働者の約4割、青
年労働者の7割が非
正規雇用という働き
方を抜本的に改める
べきです。非正規雇
用は、臨時的・一時
的な雇用に限定し、
正社員が当たり前
の社会に切り替える
べきです。

1

政府は、「日本に貧困問題
はない」と公言してきました
が、年末年越し派遣村を期
に、貧困問題を事実上認め
ました。政府は国民生活を
計る指針のひとつに貧困率
を導入し、必要な対応を真
剣に考えるべきです。

1

「将来は貧しくなる」と感じる
国民が6割近くに達していま
す。貧困問題の多くが、雇
用破壊と結びついており、
正社員が当たり前のルー
ルを作ることが必要です。

1

自公政権が継続してきた社会
保障2200億円削減計画によ
り、多くの医療難民・介護難民
を生み出しました。削減計画
の撤回を継続し、医療や福祉
の充実を図るべきです。

比例区 共産党 山口典久

福井1区 共産党 金元 幸枝 1

経済力がありなが
ら、なぜこれだけひ
どい貧困と格差の拡
大になるのか、希望
と活力ある社会へ緊
急に克服すべき課
題。

1

憲法の「文化的で最低限の
生活」水準について国民的
な合意形成がいる。その水
準以下は「貧困」なのであ
り、それを明示するのは国
の責務。

1

格差と貧困の拡大の根底
に、過度な雇用の流動化が
あり、その一番の問題は非
正規雇用の拡大。雇用は
正規を当たり前にすること、
非正規への均等待遇の確
保を。

1

社会保険を破壊し、セーフティ
ネットの底の抜けた状態を作
り出した、“2200億抑制”は注
視し、これまでの分も回復す
べき。

石川1区 幸福実現党 松林淳一

石川2区 幸福実現党 宮元　智

石川3区 幸福実現党 東　義和 1 1 1 2

富山1区 幸福実現党 吉田かをる

富山2区 幸福実現党 小野彦治

富山3区 幸福実現党 出口佑一

長野1区 幸福実現党 横田基文

長野2区 幸福実現党 大槻穂奈美

長野3区 幸福実現党 江原　学 2
日本は世界に比べ
て豊かな国です。

2 1

日本経済の根本的復活さ
せる政策が必要。消費税ゼ
ロにし景気回復させ、年3％
以上の経済成長を実現さ
せます。

1
社会保障の考え方を一度見
直す必要があると思います。

長野4区 幸福実現党 増沢宏昭

長野5区 幸福実現党 原山幸三

新潟1区 幸福実現党 松本弘司

新潟2区 幸福実現党 菅原　智

新潟3区 幸福実現党 富川将充

新潟4区 幸福実現党 関谷　剛

新潟5区 幸福実現党 笠巻健也

新潟6区 幸福実現党 国領大聖

比例区 幸福実現党 加藤仁康

比例区 幸福実現党 堀内尚人

比例区 幸福実現党 三浦義弘

比例区 幸福実現党 三上　誠

福井1区 幸福実現党 堂下道代

福井2区 幸福実現党 河合勇樹

福井3区 幸福実現党 北野光夫

比例区 公明党 漆原 良夫

比例区 国民新党 綿貫 民輔

石川1区 自民党 馳 浩

石川2区 自民党 森 喜朗

石川3区 自民党 北村 茂男

富山1区 自民党 長勢 甚遠 △
貧困の定義・基準が
はっきりしないので
何とも言えない

△
貧困の定義・基準がはっき
りしないので何とも言えな
い

△

本人の意識の問題もあり、
一概に言えないが、待遇改
善等は図って行く必要があ
る。

1

富山2区 自民党 宮腰 光寛

北
陸
・
信
越

19
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富山3区 自民党 橘 慶一郎

長野1区 自民党 小坂 憲次

長野2区 自民党 務台 俊介 1

7人に1人の貧困率
は社会の安定を損
なう可能性のレベル
である。

1
貧困問題を国の施策の重
点分野に格上げすべきで
ある。

1
若者が将来に希望を持つ
ためには正規雇用が不可
欠。

1
機械的抑制は好ましくない。
但し、財源論も併せ考える必
要は当然ある。

長野3区 自民党 岩崎 忠夫

長野4区 自民党 後藤 茂之

長野5区 自民党 宮下 一郎

新潟1区 自民党 吉田 六左エ門

新潟2区 自民党 近藤 基彦

新潟3区 自民党 稲葉 大和

新潟4区 自民党 栗原 洋志

新潟5区 自民党 米山 隆一

新潟6区 自民党 高鳥 修一

比例区 自民党 長島 忠美

福井1区 自民党 稲田 朋美

福井2区 自民党 山本 拓

福井3区 自民党 高木 毅

富山2区 社民党 藤井　宗一 1

年収200万円未満の
世帯が5世帯に1世
帯と異常に高く、雇
用政策、最低賃金、
不公平税制など、政
治的な対応なしに貧
困問題は解決しませ
ん。

1

他の国々、とりわけ日本と
同等の経済力を有する
国々と比較できる資料は必
要です。

1

低所得の非正規雇用労働
者がこんなにも増えたの
は、政府の労働政策が間
違っていたからです。

1
失業、貧困など、大きな社会
的問題であり、国家財政を投
入するのは当然です。

長野2区 社民党 中川 博司 1

今日的な状況が生
まれたのも、政策的
対応がされなかった
ためです。「貧困対
策」を政策的にきち
んと確立することが
緊急の課題です。

1

かかる政策がなかったた
め。このような極めて厳しい
状況が生まれました。政治
の貧困がもたらしたもので
す。

1

非正規が抱える問題は、単
に貧困問題に止まらず、国
の行方に重大な欠陥をもた
らすこととなります。健康保
険、厚生年金に加入でき
ず、「国保、国民年金」にも
未加入、無保険・無年金。
さらに税金も納付できずに
社会を支えることができま
せん。

1

憲法25条を引き合いに出すま
でもなく、健康文化的な生活
を営む権利保障のため、継続
した政策が必要と考えます。

長野5区 社民党 池田幸代 1

社会保障・雇用・教
育・住宅政策などの
各施策に貧困状況
の解消の視点を盛り
込むべき。

1
貧困の実態調査と同時に
貧困率を持つべき。

1

不安定な雇用の中で暮らさ
ざるを得ない人の増大はそ
の人たち自身の将来設計
を危うくし、同時に日本の働
き方の底下げになっている
から。

1

生存権の確保の点からもう限
界にきている。老老介護、介
護難民、高齢女性の貧困など
地域で社会保障費抑制の犠
牲者の方々の切ないお声を
伺います。

新潟2区 社民党 米山 昇 1 1 1 1

新潟5区 社民党 伊部 昌一 1

OECD調査（2006年）
では、日本の貧困世
帯割合が30カ国中5
番目、貧困GAPで3
番目と非常に高く、
政策的な対応が急
務です。

1

厚生省（当時）が1965年に
要保護者数の公表を中止
して以降、公的な生活保護
捕捉率等の調査をしていな
い。実態を正確に把握し、
改善するため、政府は継続
的な貧困率調査を行い、公
表すべきです。

1

雇用契約の原則は、直接
雇用、期限の定めのない雇
用であることを徹底し、労働
契約法、労働者派遣法を改
正すべきです。

1

社会保障は社会が支え合う
セーフティネットであり、将来
にわたり持続可能な社会保障
制度の構築が必要です。その
ために2200億円の社会保障
費抑制の撤回を継続し、応能
負担原則に基づいた公平な
税制による再分配機能を強化
する必要があります。

福井3区 政党ゆい 長岡隆志 1 1 1 1

石川1区 民主党 奥田 建 1 1 1 1

石川2区 民主党 田中 美絵子

石川3区 民主党 近藤 和也 1 1 1 1

富山1区 民主党 村井 宗明

長野1区 民主党 篠原 孝 1 1 1 1

長野2区 民主党 下条 みつ 1 1 1 1

長野3区 民主党 羽田 孜 1 1 1 2

長野4区 民主党 矢崎公二

長野5区 民主党 加藤 学 1 1 1 1

新潟1区 民主党 西村 智奈美 1 1 1 1

新潟2区 民主党 鷲尾 英一郎

新潟3区 民主党 黒岩 宇洋 1 1 1 1

新潟4区 民主党 菊田 真紀子

新潟6区 民主党 筒井 信隆

福井1区 民主党 笹木 竜三

福井2区 民主党 糸川 正晃

福井3区 民主党 松宮 勲

石川1区 無所属 津田宣明
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富山3区 無所属 相本芳彦 1 1 1 1

富山3区 みんなの党 柴田 巧

長野2区 無所属 上条昭太郎

新潟5区 無所属 田中 真紀子

愛知12区 共産党 八田ひろ子 1

国は国民の生存権
を保障し、貧困に苦
しむ人を減らす努力
が必要です。

1
国として貧困解消の目標を
持つためにも、公認する貧
困率を持つべきです。

1

労働者派遣法の抜本改正
が必要。正規雇用が当たり
前のルール作り、大企業に
正規雇用を義務づけます。

1

社会保障制度がズタズタにさ
れ、復活は当然です。これま
での分も回復させ充実しま
す。

愛知15区 共産党 斎藤　啓 1
憲法25条の立場で
国は国民の生存権
を保障すべき。

1 1
派遣法の抜本改正をただち
に行うこと。

1
これが日本の社会保障をぼろ
ぼろにした元凶。すぐ撤回し、
逆に充実させるべき。

愛知1区 共産党 木村恵美

愛知2区 共産党 斉藤愛子 1

憲法25条の立場で、
国民の生存権を保
持し、貧困に苦しむ
人を減らす努力をす
べきです。

1

日本の相対的貧困率は、Ｏ
ＥＣＤ加盟の先進国の中で
第4位です。国として貧困解
消の目標を掲げるためにも
公認する貧困率をもって測
定するべきです。

1

非正規雇用の増大が働く
貧困層の増大をもたらしま
した。労働者の人間らしく働
く権利とともに、日本経済そ
のものにとっても当然対処
すべき問題です。労働者派
遣法の抜本改正で正規雇
用を増やします。

1

医療・介護・障害者福祉の必
要な国民に「金がないからが
まんする」と言わせる施策は
社会保障とは言えません。抑
制策はきっぱりとやめるべき
です。これまでに削られた分
を回復して社会保障を充実さ
せます。

愛知3区 共産党 本村伸子 1

現実に「お金がなく
て病院へ行けなかっ
た」「お金がなくてプ
ランをたててもらって
も介護サービスが受
けられない」「お金が
なくて学校に行けな
い」「お金がなくて結
婚も出産、子育ても
できない」という問題
が地域ででていま
す。人の命は平等な
のに、お金がなくて
保障される医療、介
護、教育などが違う
のは本当におかしい
ことです。

1

公的な調査で貧困問題を
明らかにし、重要な社会問
題として位置づけるべきで
す。対策を考える上でも政
府の調査が必要です。

1

同じ人間であるのに、正規
と非正規という分け方自体
がおかしいと思います。不
安定な雇用は不安定な生
活、社会につながっていき
ます。安定した雇用で安定
したくらしを保障し、安定し
た社会を築きたいと思って
います。

1

お金の心配なく、年齢の差別
なく、必要な方が必要な医
療、介護、障害者福祉サービ
ス等を受けられるようにすべ
きです。

愛知4区 共産党 瀬古由起子 1

憲法25条の立場に
立って、国は国民の
生存権を保障し、貧
困に苦しむ人を減ら
す努力をするべきで
す。

1

日本の相対的貧困率は
OECD加盟の先進国中第4
位です。国として貧困解消
の目標を掲げるためにも公
認する貧困率を持ち、測定
すべきです。

1

労働者派遣法の抜本改正
を行い、登録型派遣の原則
禁止、製造業への派遣を禁
止し、非正規雇用労働者の
権利を守るとともに大企業
などに正規雇用させます。

1

医療や介護や障害者施策な
どがぼろぼろにされました。社
会保障費抑制はきっぱりやめ
て、これまでに削られた分を
回復して社会保障を充実させ
ます。

岐阜1区 共産党 鈴木正典 1

貧困と社会的格差
の広がりが深刻であ
ることが認識でき
る。憲法25条の生存
権を保障する国の
責任が問われる事
態である。

1

国民を貧困から守る政治
姿勢に立つ大前提。貧困
から抜け出す対策を講じる
具体的な目標を策定でき
る。

1

働く貧困層をつくり出すこと
になる。労働者派遣法を抜
本改正し、安定した雇用
（正社員化）にすることが大
切。

1
削減路線を撤回し、社会保障
制度の拡充路線へ大転換す
べき。

静岡1区 共産党 池野元章 1

OECD加盟国の中で
も日本の貧困率は
高い位置にあり、増
え続けている異常な
事態で緊急な対応を
要する。

1

貧困と格差がこれほど深刻
になっている時だけに、実
態をより正確に反映する計
算式と基準を政府としても
ち、削減計画を決めて取り
組むべきである。

1

労働者派遣法を改正し、
「雇用は正社員が当たり
前」、また「均等待遇のルー
ル」など人間らしく働ける
ルールをつくらないと国民
のくらしは守れない。

1

2002～11年度の10年間の累
積削減額は約12兆9000億円
にもなり、社会保障のあらゆ
る分野の制度改悪につながっ
ている。削られた分を元に戻
し、「拡充」が国民の強い願い
となっている。

静岡8区 共産党 平賀高成 1 1 1 1

比例区 共産党 佐々木憲昭 1 1 1 1

比例区 共産党 鈴木正典

比例区 共産党 瀬古由起子

比例区 共産党 中野武史

比例区 共産党 八田広子

比例区 共産党 平賀高成
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三重2区 共産党 中野武史 1

日本の相対的貧困
率は、OECD加盟の
先進国中で第４位で
すが、年間100人近
くが餓死し、「経済的
な困難」で自殺する
人が後を絶たないな
ど、貧困の広がりが
深刻な社会問題と
なっているからで
す。

1

政府として貧困の実態を把
握することは国民を貧困か
ら守る政治姿勢にたつ大前
提です。実態調査を行い、
政府が貧困を減らす具体
的な目標を策定する必要
があります。

1

「使い捨て」の不安定雇用
が全労働者の3人に1人ま
で広がり、年間を通して働
いても年収200万円にも満
たない「働く貧困層」が100
万人を超えています。「正
社員が当たり前」の労働の
ルールを確立することが、
家計をあたため、経済危機
からくらしをまもる唯一の道
です。

1

医療費の窓口負担が3割、高
齢者に別枠の差別医療を強
いている国は、先進国の中で
は日本だけです。このような
異常な事態が引き起こされて
いる原因が毎年2200億円の
社会保障費削減です。削減か
ら拡充に転換します。

愛知10区 幸福実現党 中村秋則

愛知11区 幸福実現党 中根裕美

愛知12区 幸福実現党 後神芳基

愛知13区 幸福実現党 室田　隆

愛知14区 幸福実現党 鈴木英文

愛知15区 幸福実現党 高橋信広

愛知1区 幸福実現党 河田成治

愛知2区 幸福実現党 石田　昭

愛知3区 幸福実現党 服部輝成

愛知4区 幸福実現党 今井田俊一 2

この数字は相対的
貧困率であり、絶対
的貧困率ではない
から。

1

将来のセーフティネットのあ
るべき姿を考えるためにも
「健康で文化的な最低限の
生活」とは何かを議論し、
絶対的貧困率を測定する
努力が必要である。

1

但し、単なる規制ではなく、
正規社員と非正規社員との
大きすぎる権利の差を改革
する。

1

「小さな政府、安い税金」を基
本方針として、セーフティネッ
トの在り方を抜本的に改革し
ていく。

愛知5区 幸福実現党 吉田知子

愛知6区 幸福実現党 福原真由美

愛知7区 幸福実現党 永田久美子

愛知8区 幸福実現党 三丁目伸哉

愛知9区 幸福実現党 板谷紀美子

岐阜1区 幸福実現党 小沢和恵

岐阜2区 幸福実現党 浜石　昭

岐阜3区 幸福実現党 馬渕保彦

岐阜4区 幸福実現党 川合剛弘

岐阜5区 幸福実現党 加納有輝彦 1 1 1 1

静岡1区 幸福実現党 中野雄太 1

明らかに不況が深
刻化していることが
原因。政府による景
気対策と同時に失
業対策はやるべき。
政府による経済対
策として断固取り組
むべき。

1
必要な情報は公開するべ
き。

1

不況が長引いていることが
原因だろう。契機を回復さ
せない限り正規雇用は増え
ない。最低賃金の引き上げ
は反対。景気回復を進める
べき。

1

当面抑制をするべきではな
い。ただ、社会福祉関連の会
社を起業し、雇用と富、福祉
を両立する政策を目指す。い
たずらに大きな政府にするべ
きではない。

静岡2区 幸福実現党 浜口亘弘

静岡3区 幸福実現党 江頭俊満

静岡4区 幸福実現党 神沢一正

静岡5区 幸福実現党 堀慎太郎

静岡6区 幸福実現党 加藤恵三

静岡7区 幸福実現党 竹内隆文

静岡8区 幸福実現党 小西髙靖

比例区 幸福実現党 小林早賢

比例区 幸福実現党 堀田利恵

比例区 幸福実現党 安宅　正行

比例区 幸福実現党 山本純子

三重1区 幸福実現党 後谷一司

三重2区 幸福実現党 萩　都志子

三重3区 幸福実現党 野原典子

三重4区 幸福実現党 高良雄蔵

三重5区 幸福実現党 大原　忍

比例区 公明党 伊藤　渉

比例区 公明党 大口善徳

比例区 公明党 坂口　力

比例区 国民新党 青山　丘 1 1 1 1

比例区 国民新党 稲村公望 1 1 1 1

愛知10区 自民党 江崎鉄麿

愛知11区 自民党 土井真樹

愛知12区 自民党 杉浦正健

愛知13区 自民党 大村秀章

愛知14区 自民党 杉田元司

愛知15区 自民党 山本明彦

愛知1区 自民党 篠田陽介

東
海
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愛知2区 自民党 宮原美佐子

愛知3区 自民党 馬渡龍治

愛知4区 自民党 藤野真紀子

愛知5区 自民党 寺西　睦

愛知6区 自民党 丹羽秀樹

愛知7区 自民党 鈴木淳司

愛知8区 自民党 伊藤忠彦

愛知9区 自民党 海部俊樹

岐阜1区 自民党 野田聖子

岐阜2区 自民党 棚橋泰文 無回答 無回答 1
安定的な雇用は、国民一人
一人の生活の安定に必要
と考えるから。

1

社会保障費の自然増の毎年
抑制は、毎年の制度改変を引
き起こし、給付削減のみなら
ず、医療・介護等の社会保障
の現場での混乱だけでなく、
かえってコスト増を引き起こし
ている。制度の変更は頻繁に
行うべきではなく、安定的な社
会保障財源の確保と同時に
抜本的に社会保障制度全体
の改革を行うのが適当と考え
るから。

岐阜3区 自民党 武藤容治

岐阜4区 自民党 金子一義

岐阜5区 自民党 古屋圭司

静岡1区 自民党 上川陽子

静岡2区 自民党 原田令嗣

静岡3区 自民党 柳澤伯夫

静岡4区 自民党 望月義夫

静岡5区 自民党 斉藤斗志二

静岡6区 自民党 倉田雅年

静岡7区 自民党 片山さつき 1 1

すでに「危機と戦うセーフ
ティーネット政策議連」で政
府に要望し、22年度から調
査を始める方向。

1 1

機械的なシーリングをあては
めるのではなく、内容査定で
ムダは切り、必要なものは増
やすべき。

静岡8区 自民党 塩谷　立

三重1区 自民党 川崎二郎

三重2区 自民党 鈴木英敬

三重3区 自民党 平田耕一

三重4区 自民党 田村憲久

三重5区 自民党 三ツ矢憲生

愛知1区 社民党 平山良平 1 1 1 1

比例区 社民党 坂喜代子 1

憲法25条の「健康で
文化的な最低限度
の生活」の観点か
ら、国の政策対応が
必要。所得格差の拡
大につながり、社会
の歪みを拡大させる
貧困率拡大には政
策からの対応が必
要。

1
所得再配分、格差是正政
策の立案、実行の目安とし
て。

1

社会全体の貧困化を助長
することになる非正規労働
者の拡大は正規労働者の
労働条件をも引き下げる。

1
格差是正、貧困解消のために
も社会保障は充実すべきであ
る。

愛知10区 民主党 杉本和巳 1

特に子どもの貧困率
が上昇しているので
対応が必要だと考え
る。

1
まずは実態調査を行うべき
だと考えます。

1

雇用は直接雇用、定めのな
い雇用を基本とすべきであ
り、労働契約法により、有
期雇用を規制する。非正規
労働者と正規労働者の均
等待遇をすすめる。

1

年2200億円の削減で医療崩
壊、生活補給付水準が引き下
げられてしまったので撤回す
る。

愛知11区 民主党 古本伸一郎

愛知12区 民主党 中根康浩

愛知13区 民主党 大西健介 1 1 1 1

愛知14区 民主党 鈴木克昌 1 1 1 1

愛知15区 民主党 森本和義

愛知1区 民主党 佐藤夕子

愛知2区 民主党 古川元久

愛知3区 民主党 近藤昭一 1 1 1 1

愛知4区 民主党 牧　義夫

愛知5区 民主党 赤松広隆 1 1 1 1

愛知6区 民主党 石田芳弘 1 1 1 1

愛知7区 民主党 山尾志桜里

愛知8区 民主党 伴野　豊

愛知9区 民主党 岡本充功

岐阜1区 民主党 柴橋正直
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岐阜2区 民主党 橋本　勉 1 1 1 1

岐阜3区 民主党 園田康博

岐阜4区 民主党 今井まさと

岐阜5区 民主党 阿知波吉信

静岡1区 民主党 牧野聖修 1

格差をこれ以上放置
することは許されな
い。非正規雇用の規
制強化、最低賃金の
ボトムアップなどを
実施

1

貧困率の測定については、
まやかしとならぬよう算定
根拠を明確にする必要が
ある。

1
セーフティーネットを整備
し、不安のない雇用政策を
早期に実施する。

1
そもそも削減したことが問題。
医療現場の混乱を早期に収
集することが必要。

静岡2区 民主党 津川祥吾 1 1 1
非正規労働者と正規労働
者の待遇の均等化を進め
るべき。

1

社会保障費の削減で医療崩
壊、生活保護給付引き下げを
まねいた。社会保障制度の維
持、発展は国の責任で有り、
新たなセーフティネットの構築
に努めるべきである。

静岡3区 民主党 小山展弘

静岡4区 民主党 田村謙治

静岡5区 民主党 細野豪志

静岡6区 民主党 渡辺　周

静岡7区 民主党 斉木武志 1 2 1 1

静岡8区 民主党 斉藤　進

三重1区 民主党 中井　洽

三重2区 民主党 中川正春

三重3区 民主党 岡田克也

三重4区 民主党 森本哲生

三重5区 民主党 藤田大助 1 1 1 1

静岡1区 みんなの党 佐藤　剛

静岡7区 無所属 城内　実

三重4区 無所属 池村幸一

大阪17区 改革クラブ 西村真悟

大阪10区 共産党 浅沼和仁 1 1 1 1

大阪11区 共産党 山下京子 1 1 1 1

大阪12区 共産党 しげた初江 1

加盟国中1，2位を争
う高さであり、OECD
の報告は、日本の格
差拡大の原因が、非
正規雇用の拡大に
よる労働市場の二
極化にあることを指
摘していることからこ
の対策が急務。

1

国民生活に責任を持つ政
府としては当然のことで、
詳細な分析に基づき、貧困
の克服政策を実施すべき
である。

1

非正規雇用を利用した雇用
破壊は、内需の柱である個
人消費、家計に大きな打撃
となり、さらに景気全体が悪
化するという悪循環を引き
起こしています。直ちに法
的な措置が必要。

1

くらしを支え、生存権を保障す
る社会保障制度にするために
削減から逆に大きく拡充への
大転換をはかるべきである。

大阪13区 共産党 吉井英勝 1 1 1 1

大阪14区 共産党 野沢みちあき 1 1 1 1

大阪15区 共産党 中野好博 1 1 1 1

大阪16区 共産党 岸上倭文樹

大阪17区 共産党 坂本譲次 1

日本の貧困化率は、
先進国の中でアメリ
カに次いで2番目に
高いと言われてい
る。貧困の増大に
は、今の政治が大き
くかかわっている。
その1つは社会保障
施策の大きな後退、
2つめは働いても人
間らしく生きていけ
ないというワーキン
グプア（非正規労働
者）が増えていること
などである。いずれ
も政治の責任であ
る。

1

OECDは、国民の標準的な
所得の半分を基準として、
それを下回る所得の人を
「貧困」とみなし、必要な対
応をしている。日本も当然
そうすべきである。貧困率
の測定は、すべての政策
の基本となる。

1

この間政府が財界や大企
業の要望にこたえ、労働法
制の大改悪を進めてきたと
ころに責任がある。労働者
派遣法など、改悪前に今す
ぐ戻すべきである。

1

現在の貧困化を深刻なものに
している大きな要因に社会保
障費の抑制と削減がある。一
次的な措置でなく、社会保障
費の削減をやめ、拡充すべき
である。

大阪18区 共産党 大塚康樹 1 1 1 1

大阪19区 共産党 和気　豊 1
アメリカに次ぐ貧困
率であり、早急に具
体策が必要。

1
実情の把握が、政策立案
のスタートと考える。

1
貧困と格差の大きな原因が
労働の非正規雇用化と考
える。

1
雇用での貧困の格差をさらに
広げているのが、社会保障の
削減政策である。
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大阪1区 共産党 辻ひで子 1

日本の貧困は派遣
労働、医療など社会
福祉の切り捨て政治
で生じたものだか
ら。

1

政府が貧困の実態を正しく
掌握する必要があります。
西欧諸国と比べ、「働く貧
困層」や「医療難民」が異
常に多いといわれます。

1

非正規雇用＝不安定雇用
の労働者が増えていること
は、日本の景気回復、将来
展望に否定的要因。雇用
は正社員があたりまえ、労
働者保護法の制定を目指
します。

1

この削減が医療と社会保障
の悪化の源となった。財源は
いきすぎた大型開発費や軍
事費を削減し、いきすぎた大
企業減税や大株主減税をた
だせば十分で、消費税増税に
頼らずともよい。

大阪2区 共産党 吉永朋之 1 1 1 1

大阪3区 共産党 千葉孝子 1

最低賃金、基礎年
金、生活保護などは
憲法25条がいう国民
の最低限度の生活
を支える仕組みが壊
されていることが問
題です。特に政府は
国内の貧困率すら
把握していない。調
査して貧困率の削減
も目標を持つべきで
す。

1

政府として貧困の実態を把
握することは国民を貧困か
ら守る政治姿勢に立つ大
前提です。貧困の実態調
査を行い、政府が貧困を減
らす具体的な目標を策定す
ることです。

1

雇用破壊は内需の柱であ
る個人消費、家計に大きな
打撃となり、さらに景気全体
が悪化するという悪循環を
引き起こしています。雇用
を守り、人間らしい労働の
ルールをつくる雇用対策に
大きく転換することは、経済
と産業のまともな成長と日
本社会の安定のためにも
避けて通れません。

1

お金のあるなしで格差を付け
ず、誰もが平等に必要な給付
が受けられる社会保障の
ルールを確立し、憲法25条の
生存権を保障する社会保障
制度へと抜本宛期に拡充を
はかります。

大阪4区 共産党 長谷川良雄 1

財界・大企業優遇、
日米軍事同盟中心
の政治が格差と貧
困を広げた結果であ
る故これを正すべ
し。

1 1
働く人は、正社員が原則、
同一労働同一賃金に最低
保障を1000円以上に。

1

社会保障を削減してきたこと
が、国民のくらしを圧迫し、将
来の不安を増大させた。税金
は社会保障を中心に。

大阪5区 共産党 姫野　浄 1 1 1 1

大阪6区 共産党 やの博之 1

判明しているだけで
も年間100人近くが
餓死し、自殺者が後
を絶たないなど、とう
てい先進国といえな
い状況だ。

1
貧困の実態を把握し、国民
を貧困から守る政治姿勢
が立つこと。

1

無権利、低賃金で「使い捨
て自由」の非正規雇用者を
労働者派遣法や労働基準
法など相次ぐ改悪が雇用
破壊の元凶。

1

憲法25条の立場からも、医
療、介護、年金など社会保障
各分野で負担の軽減と不安
の解消をすすめるべき。

大阪7区 共産党 駒井正男 1 1 1 1

大阪8区 共産党 久門松寿 1

生活保護制度の改
善・充実、派遣法の
抜本改正などの雇
用対策をつうじて、
底上げをはかるべき
です。

1
政府が国民を貧困から守
る政治姿勢にたつうえで、
これが大前提です。

1

くらしの安定と将来不安の
解消のために、雇用は正規
が当たり前という社会にし
ていくことが必要です。

1

高齢化が進む中で、社会保
障予算の自然増は当然であ
り、抑制策をとるべきではあり
ません。

大阪9区 共産党 村上弘充

京都1区 共産党 こくた恵二 1

わが国では判明して
いるだけでも年間
100人近くが餓死し、
「経済的困難」で自
殺する人が増え、さ
らに「子どもの貧困」
など深刻です。とこ
ろが政府は「生活保
護の捕捉率」の調査
すらしていませんで
した。（2010年度か
ら実施方向）政府と
して貧困の実態調査
を行い、国民を貧困
から守り、貧困を減
らす具体的な目標と
対策を策定すべきで
す。

1 Ⅰの回答に記載 1

労働者を「使い捨て自由」
の「モノ扱い」することは許
されません。労働者派遣法
を抜本改正し、「『雇用は正
社員』が当たり前の社会」
にし、「均等待遇のルー
ル」、長時間労働の規制な
ど、人間らしく働けるルール
を作るべきです。

1

社会保障費の毎年2200億円
の抑制が障害者自立支援法
や後期高齢者医療制度、医
師不足と地域医療の崩壊な
ど、世界に例のない異常な事
態を作り出しました。社会保
障予算抑制を撤回し、国民が
安心できる社会保障の拡充こ
そ必要です。

京都2区 共産党 原としふみ 1 1 1 1

京都3区 共産党 石村和子 1 1 1 1

京都4区 共産党 吉田幸一 1 1 1 1

京都5区 共産党 吉田早由美 1

わかっているだけで
年間100人近い餓死
者、「経済的な困難」
で自殺する人が後を
絶ちません。貧困の
広がりが深刻な社会
問題となっていま
す。

1

日本の相対的貧困率は
OECD加盟の先進国中4位
となっています。しかし、
今、生活保護を受けている
人は対象となるべき人の1
～2割にすぎないとされてい
ます。せいふとして貧困の
実態調査をし、貧困を減ら
す具体的な目標を持ち、貧
困から国民を守るべきで
す。

1

若者や女性労働者の2人に
1人は非正規雇用です。「雇
用は正社員があたりまえ」
同じ労働には同じ賃金、休
暇が保障される「均等待
遇」など人間らしい労働の
ルールをつくります。

1

自公政権が毎年行ってきた社
会保障予算の削減により、
セーフティネットとしての役割
が果たせなくなってきていま
す。

京都6区 共産党 浜田良之 1 1 1 1
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滋賀1区 共産党 川内　卓 1

大津市でも修学奨
励費の対象となる要
保護・準要保護の自
動は15％を超えてい
ますが、生活保護率
は9％と大きな乖離
があります。また、
国保料の滞納で保
険証を手にできない
世帯が1000世帯に
のぼるなど、生存権
や諸権利保障への
政策対応が必要で
す。

1

貧困への政策対応の出発
点は現状を正しく認識する
ことです。生活保護母子加
算の削減に他の貧困な母
子家庭との比較が理由とさ
れたり、生活費に食い込む
医療や介護の負担が押し
つけられるなど、政府自身
が貧困を拡大している現状
を改善するためにも必要で
す。

1

最低生活を保障できない低
賃金、その上派遣切りで住
まいを奪われるなど、現在
と将来に希望を持てない若
者が増えています。派遣労
働を規制して正規雇用を基
本とすること、最低賃金を
時給1000円以上とするこ
と、均等待遇の実現など積
極的な対処が必要です。

1

社会保障費の抑制によって、
介護報酬の引き下げや軽度
者へのサービスの切り下げ、
医療費の負担増や医師不足・
病院の閉鎖、障害者自立支
援法の負担増や後期高齢者
医療などさまざまな改悪が進
められてきました。この際抑
制はきっぱりとやめるべきで
す。

滋賀3区 共産党 木村まさみ 1 1 1 1

滋賀4区 共産党 坪田いくお 1 1 1 1

奈良1区 共産党 井上良子 1

貧困率が15％を超
える事態とは、単純
に見て約2000万人
の人達が、年収200
万以下で生活を余
儀なくされていること
を示しています。一
刻も放置できる状況
ではありません。

1

国民の所得実態、生活状
況を正確に把握すること
が、貧困問題の克服の第
一歩だと考えます。

1

非正規雇用が貧困層を生
み出す最大の原因です。正
規雇用を経済社会のルー
ルにし、国民生活の安定を
図るのが最優先課題です。

1
医療・社会保障費を歳出の中
心に据え、国民福祉の増進を
図ることが求められます。

奈良2区 共産党 西ふみ子 1

日本における相対
的貧困率では、年収
200万円以下を想定
しています。15％も
の人達が生活に喘
いでいる状況であ
り、直ちに政策的対
応が求められます。

1

政府自身が国民生活の実
態、所得の状況などをしっ
かりと捕捉し、貧困根絶対
策を講じることが求められ
ます。

1

不安定就労が約40％に達
している事態を深刻に受け
止める必要があります。貧
困をなくし、国民生活の安
定を図ることが政府の第一
義の課題です。

1

社会保障費は国民生活を維
持する上で必要な財政措置で
す。しっかりと財政手当をおこ
ない、国民の暮らし・健康を守
ることが必要です。

奈良3区 共産党 豆田至功 1

憲法25条の精神を、
具体的な施策で実
現することが求めら
れる状況です。年収
200万以下で生活を
強いられる貧困層は
直ちになくすことが
必要です。

1

貧困率の捕捉は、政府の
貧困対策の第一歩です。
国民の所得・生活状況を
しっかりととらえて、貧困対
策をとるべきです。

1

非正規雇用とは、いつ職を
失うかもしれないという就労
形態です。しかも低賃金で
働かされている状態は、生
活を不安定にし、将来に希
望が持てない状態です。一
刻も早く正規雇用を経済社
会のルールにすることが求
められます。

1

社会保障費2200億円は最低
限必要な費用です。削減対象
とはしないで、財政措置が必
要です。

兵庫1区 共産党 味口としゆき 1 1 1 1

兵庫2区 共産党 井村ひろ子 1 1 1 1

兵庫3区 共産党 金田みねお 1 1 1 1

兵庫6区 共産党 北野のり子 1 1 1 1

兵庫7区 共産党 平野貞雄 1

日本における「貧困
と格差」の拡大は重
大な社会問題であ
り、その解決をはか
ることは政治の緊急
重要課題である。

1 1
「雇用は正規が当たり前」
のルールをつくるべきであ
る。

1
社会保障抑制から拡充への
転換をはかるべきである。

兵庫8区 共産党 庄本えつこ 1 1 1 1

比例区 共産党 金田峰生

比例区 共産党 川内　卓

比例区 共産党 国重秀明

比例区 共産党 穀田恵二

比例区 共産党 瀬戸恵子 1 1 1 1

比例区 共産党 豆田至功

比例区 共産党 宮本たけし 1 1 1 1

比例区 共産党 吉井英勝

和歌山1区 共産党 くにしげ秀明 1

現在の貧困率の高
さは労働法制。社会
保障制度、税制の改
悪など国の失政によ
るものであり、国の
責任での政策的対
応が必要。

1

生存権保障の憲法をもつ
国として、国民のくらしの実
態と貧困をなくす対策を明
らかにするため。

1

非正規雇用がここまで拡大
したのは、財界の要請にこ
たえて、原則禁止だった派
遣労働を原則自由化するな
どの規制緩和をおこなった
からである。その結果、年
間通じて働いても年収200
万円に満たない働く貧困層
が1000万人を超えている。
このことは国民生活はもち
ろん、経済と産業のまとも
な成長と日本社会の将来
にとって重大な課題。

1

これまでも貧弱だった日本の
社会保障制度が、この政策で
いっそう深刻となり、世界でも
例を見ない異常な事態（医療
費の窓口負担の高さ、障害者
への負担、高齢者への差別
医療など）が起こっている。削
減分を戻し、さらに拡充が必
要。
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大阪10区 幸福実現党 筒井宏志

大阪11区 幸福実現党 山内　晃

大阪12区 幸福実現党 宮崎麻美

大阪13区 幸福実現党 生田智千

大阪14区 幸福実現党 北口義明

大阪15区 幸福実現党 村上俊樹

大阪16区 幸福実現党 中川義衛

大阪17区 幸福実現党 片山　朗

大阪18区 幸福実現党 西川　豊

大阪19区 幸福実現党 豊田　隆久

大阪1区 幸福実現党 林富美子

大阪2区 幸福実現党 深田敏子

大阪3区 幸福実現党 森　悦宏

大阪4区 幸福実現党 今中由哲

大阪5区 幸福実現党 柳　武

大阪6区 幸福実現党 上杉智子

大阪7区 幸福実現党 水沼義隆

大阪8区 幸福実現党 高橋伸典

大阪9区 幸福実現党 藤木利恵

京都1区 幸福実現党 種村柚実子

京都2区 幸福実現党 軽部芳輝

京都3区 幸福実現党 岸本浩一

京都4区 幸福実現党 出野博志

京都5区 幸福実現党 詫間啓司

京都6区 幸福実現党 北川智子

滋賀1区 幸福実現党 対中章哲

滋賀2区 幸福実現党 池田信隆

滋賀3区 幸福実現党 森川貢次

滋賀4区 幸福実現党 曽我周作

奈良1区 幸福実現党 栗岡真由美

奈良2区 幸福実現党 田中孝子

奈良3区 幸福実現党 尾崎貴教

奈良4区 幸福実現党 赤松明宏

兵庫10区 幸福実現党 小村直弘

兵庫11区 幸福実現党 帽田智子

兵庫12区 幸福実現党 山田徳太郎

兵庫1区 幸福実現党 槙山健二

兵庫2区 幸福実現党 竹内知弘

兵庫3区 幸福実現党 森本　潔

兵庫4区 幸福実現党 佐藤　塁

兵庫5区 幸福実現党 丸岡真澄

兵庫6区 幸福実現党 上野仁宏

兵庫7区 幸福実現党 小田和代 1

内容が重要で、景気
の拡大による雇用
の増加を図るべきで
ある。新たな基幹産
業創出のための施
策も重要。

2
ジニ係数の比較など総合
的な判断ができることが重
要。

2

雇用の流動化が雇用の増
加につながる。安易な規制
は逆に格差を助長する。賃
金は生産性から合理的に
決定されるもので景気の回
復・経済成長による雇用の
増加に政策のウェイトを置く
べきである。

2

政府に頼る施策は、大きな政
府の増税につながる。格差是
正のための規制が結果的に
格差を固定化させ、国民は増
税で苦しむ結果を招く。国民
ももっと自助・自立の精神を
取り戻すべきである。家庭の
絆を再構築することも重要で
ある。兵庫8区 幸福実現党 角出智一

兵庫9区 幸福実現党 高木義彰

比例区 幸福実現党 久保方洋

比例区 幸福実現党 中村恭代

比例区 幸福実現党 西川栄司

比例区 幸福実現党 野口典良

比例区 幸福実現党 林　雅敏

比例区 幸福実現党 福島いづみ

和歌山1区 幸福実現党 斉藤昌宏 2

海外とは比べること
が出来ないほど日
本は豊かです。もっ
と海外の人々の貧
困を考えるべきで
す。

2 Ⅰの答えに同じ 2
日本経済を立て直せば改
善できる。

2

和歌山2区 幸福実現党 久保美也子

和歌山3区 幸福実現党 湊　侑子

大阪16区 公明党 北側一雄

大阪3区 公明党 田端正広 1
OECD推計をしっか
りと分析して、必要
な貧困対策を講じる

1 1 1

大阪5区 公明党 谷口隆義

大阪6区 公明党 福島　豊

近
畿
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兵庫2区 公明党 赤羽かずよし 1

雇用制度・社会保障
制度の異なる他国と
の比較よりも、国内
の貧困層の拡大へ
の対応が必要であ
る。

2 率の問題とは考えない。 1

終身雇用を中心とした雇
用・就労の環境（雇用保険・
年金・医療保険等）の下で、
非正規雇用者の増大への
保障が十分とはいえない。

1

兵庫8区 公明党 冬しば鉄三

比例区 公明党 赤松正雄 2 1 1 1

比例区 公明党 池坊保子

比例区 公明党 佐藤茂樹

比例区 公明党 竹内　譲

比例区 公明党 西　博義

大阪13区 国民新党 白石じゅん子

兵庫9区 国民新党 宮本一三

大阪10区 自民党 松浪健太

大阪11区 自民党 井脇ノブ子

大阪12区 自民党 北川知克

大阪13区 自民党 西野あきら

大阪14区 自民党 谷畑　孝 1

貧困の問題は憲法
25条をどう具体化す
るのかという課題と
考える。

2

貧困のレベルに社会的、時
代的に変化するものであ
り、一律に貧困率を定める
ことが問題解決に有効か不
明だ。

1
可能なかぎり、正社員化を
すすめるべき。

1

大阪15区 自民党 竹本直一

大阪17区 自民党 岡下信子

大阪18区 自民党 中山太郎 1 1
実態を把握することは政策
を形成する基礎であるため

1 1

大阪19区 自民党 松浪健四郎

大阪1区 自民党 中馬弘毅

大阪2区 自民党 川条志嘉

大阪4区 自民党 中山泰秀

大阪7区 自民党 渡嘉敷奈緒美

大阪8区 自民党 大塚高司

大阪9区 自民党 原田憲治

京都1区 自民党 伊吹文明

京都2区 自民党 山本朋広

京都3区 自民党 清水鴻一郎

京都4区 自民党 中川泰宏 1 2

労働、生活、障害・・・等各
分野毎に考え方、対応が異
なっており、（概念（通念）と
しての貧困と言うことでは
理解されるが）これらを一
律に測定し得るものでしょう
か

1 1

京都5区 自民党 谷垣禎一

京都6区 自民党 井沢京子

滋賀1区 自民党 上野賢一郎

滋賀2区 自民党 藤井勇治

滋賀3区 自民党 宇野　治

滋賀4区 自民党 武藤貴也

奈良1区 自民党 森岡正宏

奈良2区 自民党 高市早苗

奈良3区 自民党 奥野信亮

奈良4区 自民党 田野瀬良太郎

兵庫10区 自民党 渡海紀三朗

兵庫11区 自民党 戸井田徹

兵庫12区 自民党 河本三郎

兵庫1区 自民党 盛山正仁

兵庫3区 自民党 関　芳弘

兵庫4区 自民党 井上喜一

兵庫5区 自民党 谷　公一

兵庫6区 自民党 木挽　司

兵庫7区 自民党 大前繁雄

兵庫9区 自民党 西村康稔

比例区 自民党 泉原保二

比例区 自民党 近藤三津枝

比例区 自民党 柳本卓治

比例区 自民党 矢野隆司

和歌山1区 自民党 谷本龍哉

和歌山2区 自民党 石田真敏
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和歌山3区 自民党 二階俊博

大阪10区 社民党 辻元清美 1 1 1 1

京都2区 社民党 藤田高景 1

OECDの調査（2006
年・公表）によると、
日本の貧困世帯割
合は5番目、貧困gap
で3番目と非常に高
いレベルにある。政
策的な対応が至急
必要である。

1

厚生省（当時）は1965年に
要保護者数の公表を中止
して以降、公的な生活保護
捕捉率等の算定を行ってい
ない。貧困は社会にとって
解決すべきものである。実
態を正確に把握し、原因を
除去するために政府は継
続的に貧困率の調査を行う
べきである。

1

雇用ルールを規制緩和し、
低賃金で不安定な非正規
雇用を拡大してきたことが、
今日の著しい雇用劣化を招
いている。雇用契約の原則
は直接雇用、期限の定め
のない雇用であることを徹
底し、労働契約法、労働派
遣法を改正する。

1

社会保障は社会が支え合う
セーフティネット（安全網）であ
る。弱者の保護のみならず、
長期的な社会の安定や発展
の土台となるものであり、社
会保障費の抑制策は撤回す
べきである。

兵庫8区 社民党 市来ばん子 1 1 1 1

比例区 社民党 服部良一

兵庫8区 新党日本 田中康夫

大阪11区 民主党 平野博文

大阪12区 民主党 たるとこ伸二

大阪14区 民主党 長尾たかし 1 1 1 1

大阪15区 民主党 大谷　啓

大阪16区 民主党 森山浩行

大阪17区 民主党 つじ　恵

大阪18区 民主党 中川　治 1 1 1 1

大阪19区 民主党 長安　豊

大阪1区 民主党 熊田篤嗣

大阪2区 民主党 萩原　仁

大阪3区 民主党 中島正純

大阪4区 民主党 吉田おさむ 無回答 無回答 無回答 無回答

大阪5区 民主党 いなみ哲男 1 1 1 1

大阪6区 民主党 村上史好 1 1 1 1

大阪7区 民主党 藤村　修 1 1 1 1

大阪8区 民主党 中野寛成 1 1 1 1

大阪9区 民主党 大谷信盛

京都1区 民主党 平　智之

京都2区 民主党 前原誠司

京都3区 民主党 泉　健太

京都4区 民主党 北神圭朗

京都5区 民主党 小原　舞

京都6区 民主党 山井和則

滋賀1区 民主党 川端達夫 1 1 1 1

滋賀2区 民主党 田島一成 1 1 1 1

滋賀3区 民主党 三日月大造 1

現在の日本で解決
すべき問題は山積し
ているが、格差是正
は最優先課題のひ
とつである。

1

限りある予算を効果的に配
分するためには、現状に対
する認識を明確にする必要
がある。

1

安心して働くことができる環
境を整備するためには、非
正規雇用から正規雇用へ
の転換などの、積極的雇用
政策を推進する必要があ
る。

1

社会保障費2200億円の抑制
は当然のことながら、社会保
障制度全体を見直し、すべて
の国民が「安心・安全」に暮ら
せる社会を構築しなければな
らない。

滋賀4区 民主党 奥村展三 1

特に子どもの貧困率
が上昇しているので
対応が必要と考え
る。

1
まずは実態調査を行うべき
と考える。

1

雇用は直接雇用、定めのな
い雇用を基本とすべきであ
り、労働契約法により有期
雇用を規制する。非正規労
働者と正規労働者の均等
待遇をすすめる。

1

年2200億円の削減で、医療
崩壊、生活保護給付水準が
引き下げられてしまったので、
撤回すべき。

奈良1区 民主党 まぶちすみお

奈良2区 民主党 滝　実 1 2

所得と資産のバランスを考
える必要があり、本人の状
態を勘案してケースバイ
ケースで対応すべき。

1 1

奈良3区 民主党 吉川政重 1 1 1 1

奈良4区 民主党 大西たかのり 1

少子化が進む中、子
どもの貧困率が上
昇している点で要対
応。

1

定義を明確にした上で現状
把握の為に実態調査を行う
べき。（国勢調査の在り方
も含めて）

1

労働契約法により、有期雇
用の規制を図る。非正規雇
用の待遇向上の為にも経
済状況の改善を図る。就労
支援の拡充を図る。

1

年2200億円、5年間で1兆
1000億円の削減方針は撤廃
する。地域格差を是正し、医
療体制の整備を進める。最後
のセーフティネットである生活
保護制度の充実を図るため
にも必要。

兵庫10区 民主党 岡田やすひろ

兵庫11区 民主党 松本たけあき

兵庫12区 民主党 山口　壮

兵庫1区 民主党 井戸まさえ

兵庫2区 民主党 向山好一

兵庫3区 民主党 どい隆一 1 1 1 1

兵庫4区 民主党 たかはし昭一

兵庫5区 民主党 梶原やすひろ
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兵庫6区 民主党 いちむら浩一郎

兵庫7区 民主党 石井としろう

和歌山1区 民主党 岸本周平

和歌山2区 民主党 阪口直人

和歌山3区 民主党 たまき公良

大阪14区 無所属 三宅　博

大阪1区 無所属 堺井裕貴

大阪2区 無所属 左藤　章

京都4区 無所属 田中英夫

兵庫1区 無所属 原　和美 1

社会保障の充実と、
雇用拡大や教育の
改善により、富裕層
と貧困層の更なる格
差拡大を食い止め
なければならない。

1

これまでの政府は、日本に
貧困は存在しないとの立場
をとってきたため測定する
術が無かったが、現実を直
視する時期にきている。

1

低賃金など劣悪な労働条
件が実態の非正規雇用拡
大は全ての労働者層の労
働条件にも悪影響を及ぼし
ているため。

1
国民に不安と苦しみを与える
政策の実施は、憲法25条に
違反する行為であるため。

兵庫3区 無所属 黒江兼司 1 1 1 1

兵庫4区 無所属 石原修三

岡山1区 共産党 東　　毅 1

憲法25条に照らして
許されない水準だと
考えます。この状態
が続けば日本の経
済と社会の衰退を招
きます。

1

政府として貧困の実態を把
握することは、貧困克服の
取り組みの出発点です。そ
れをふまえて具体的な目標
を策定する必要がありま
す。

1

政治が引き起こした政治災
害であることは明らかであ
り、政治が支給対処する必
要があります。

1

この政策のためにもともとヨー
ロッパなどと比べても貧弱
だった日本の社会保障制度
が世界でも例を見ない異常な
ものに改悪されたと考えま
す。憲法25条の生存権を保障
する社会保障制度へと変えて
いくうえで撤回は不可欠で
す。

島根1区 共産党 石飛育久 1
小泉改革で一層貧
困と格差が広がって
いる。

1
自民党などは貧困を「本人
の責任」に転嫁している。

1
これほど働くルールが破壊
されている国はない。

1
社会保障費の抑制は、高齢
化社会に逆行したやり方だ。

鳥取1区 共産党 岩永尚之 1

貧困の解消は政治
の責任です。憲法25
条で生存権を保障
すると定めている日
本で、貧困が15％も
あり、さらに広がって
いることは放置でき
ません。

1

貧困を作らない、貧困をなく
すことを政治の目標に据
え、計画的に実効ある対策
をとるべきです。そのため
には貧困の実態を把握す
ることが必要です。

1

非正規雇用の拡大が、貧
困と格差を広げています。
安心して働けることは、国
民の生活と安定した社会の
前提です。それをくずす非
正規雇用の拡大に緊急に
対処すべきです。

1

今回の撤回は1年限りであり、
11年度予算で帳尻を合わせ
るとしています。社会保障児
2200億円の抑制が貧困と格
差拡大の要因であり、撤回の
継続とこの間改悪された制度
の復活をすべきです。

比例区 共産党 石飛育久

比例区 共産党 石村智子 1
国の責任として取り
組むべきです。

1 当然です 1
労働者派遣法を改正し、正
規雇用が当たり前の社会
にしていく必要があります。

1

大企業・大金持ち減税をもと
に戻し、軍事費や大型公共事
業のムダにメスを入れるべき
です。

比例区 共産党 岩永尚之

比例区 共産党 中林よし子 1

労働者の派遣切り、
年金、生活保護、そ
して賃金の引き下
げ、研修生・実習生
等を中心とする不法
人権侵害、奴隷労働
等々、制度的、構造
的に政治が作り出し
ている貧困なのです
から。

1
政府は深く認識する義務が
あります。

1

社会保険を適用せずに労
働者を使用することは、著
しく生活の安定性を欠き、
基本的人権に反することで
す。

1

必要な社会保障費は、人権
尊重の点から原則削ってはな
らないものと考えます。企業
法人、大資家優遇税制を見直
すこと、不用の軍事費を見直
すこと、そちらが先にやるべき
ことと考えます。

比例区 共産党 東　毅

比例区 共産党 藤本聡志

比例区 共産党 吉田貞好

広島1区 共産党 藤本聡志 1

日本の相対的貧困
率はOECD加盟の先
進国中で第4位で
す。個人の努力でな
んとかできるレベル
ではなく、国の対応
が不可欠です。

1
貧困問題の解決には、実
態をつかむことが必要で
す。

1
経済と産業のまともな成長
と日本社会の安定のため
にも必要です。

1
社会保障の各分野に深刻な
問題をもたらしており、絶対に
必要です。

広島6区 共産党 花岡たみよ 1

日本の相対的貧困
率はOECD加盟の先
進国中で第4位。国
の対応が不可欠で
す。労働者派遣法の
抜本改正、大企業に
雇用への社会的責
任を果たせることな
どが必要です。

1

政府として貧困の実態を把
握することは、国民を貧困
から守る政治姿勢にたつ大
前提だと考えています。

1

人間らしい生活を保障する
ために、派遣法を抜本改正
して正規雇用を増やすこと
が必要です。

1

撤回を継続し、憲法25条の生
存権を保障する社会保障制
度へと抜本的に拡充するべき
です。
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山口1区 共産党 吉田貞好 1 1 1 1

山口4区 共産党 木佐木大助 1 1 1 1

岡山1区 幸福実現党 安原園枝

岡山2区 幸福実現党 戸板道広

岡山3区 幸福実現党 池田恭一郎

岡山4区 幸福実現党 小岩井実由香

岡山5区 幸福実現党 佐藤雅章 1
貧困の内容につい
て情報の収集必要。

1
貧困率で全てが把握されて
いない。公認には至らな
い。

1

企業については景気回復
に関わる点がありますが、
個人については正規を求め
て移住も検討？

1
景気と財政に関わるものだと
思います。

島根1区 幸福実現党 池田健一郎

島根2区 幸福実現党 相浦慎治

鳥取1区 幸福実現党 細川幸宏

鳥取2区 幸福実現党 甲谷英生

比例区 幸福実現党 西原忠弘

比例区 幸福実現党 丹羽孝行

比例区 幸福実現党 三浦俊男

広島1区 幸福実現党 山本浩徳

広島2区 幸福実現党 宮内香織

広島3区 幸福実現党 日高順子

広島4区 幸福実現党 沖　ゆり

広島5区 幸福実現党 塚本能照

広島6区 幸福実現党 胡本協子

広島7区 幸福実現党 横山桂子

山口1区 幸福実現党 村田純一

山口2区 幸福実現党 河井美和子

山口3区 幸福実現党 津田修一

山口4区 幸福実現党 植松満雄

比例区 公明党 斉藤鉄夫

比例区 公明党 桝屋敬悟

岡山2区 国民新党 赤松和隆

島根2区 国民新党 亀井久興

広島6区 国民新党 亀井静香

比例区 国民新党 山田　隆 1 1 1 1

岡山1区 自民党 逢沢一郎

岡山2区 自民党 萩原誠司

岡山3区 自民党 阿部俊子

岡山4区 自民党 橋本　岳

岡山5区 自民党 加藤勝信

島根1区 自民党 細田博之

島根2区 自民党 竹下　亘

鳥取1区 自民党 石破　茂

鳥取2区 自民党 赤沢亮正

比例区 自民党 河井克行

比例区 自民党 村田吉隆

広島1区 自民党 岸田文雄

広島2区 自民党 平口　洋

広島3区 自民党 増原義剛

広島4区 自民党 中川秀直

広島5区 自民党 寺田　稔

広島6区 自民党 小島敏文

広島7区 自民党 宮沢洋一

山口1区 自民党 高村正彦

山口2区 自民党 山本繋太郎

山口3区 自民党 河村建夫

山口4区 自民党 安倍晋三

広島1区 社民党 上村好輝 1 1 1 1

岡山1区 民主党 高井崇志

岡山2区 民主党 津村啓介

岡山4区 民主党 柚木みちよし

岡山5区 民主党 花咲宏基

島根1区 民主党 小室寿明 1

貧困は子どもたちの
教育や医療などに
大きな影響を与えて
おり、対応は急を要
している。このまま
放置すれば社会・経
済に大きく影響し、
日本の将来に暗い
影を落としかねない
問題。

1 1

正規雇用を増やしていかな
ければ国民の所得格差は
縮まらないし、個人消費な
ど経済に与える影響も大き
い。

1
むしろ社会保障費は増やして
いくべきだ。

中
国
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鳥取1区 民主党 奥田保明 1

推計はOECD諸国の
中でも高い水準にあ
り、高校の授業料が
払えないなど、様々
な問題を生じてお
り、早急な対策が必
要。

1

必要な貧困対策を行う、ま
た、その効果を検証するた
めに貧困の定義を明確に
し、定期的に貧困率を測定
すべき。

1

一家の主要な動きなどが非
正規雇用であるため、生活
不安、貧困などの問題を生
じ、また、景気の調整弁とし
て利用されやすい。

1

医師、看護婦、介護従事者の
不足は深刻であり、その増員
のためには、診療報酬、介護
報酬を増額する必要がある。

鳥取2区 民主党 湯原俊二

広島1区 民主党 菅川　洋

広島2区 民主党 松本大輔 1

貧困率の高さが・・・
OECDの加盟国中第
2位という状態は放
置できない。

1

マニフェストにも書いたとお
り、適切な対策を講じるた
めにも実態調査を行うべ
き。

1

労働者の生活の安定が保
たれていない。安定して働
き続けられる環境にあると
は言い難い。

1
少子高齢化が進む中、機械
的削減は時代のニーズにか
なっていない。

広島3区 民主党 はしもと博明 1

特に子どもの貧困率
が上昇しているので
対応が必要だと考え
る。

1
まずは実態調査を行うべき
だと考える。

1

雇用は、直接雇用、定めの
ない雇用を基本とするべき
であり、労働契約法により
有期雇用を規制する。非正
規労働者と正規労働者の
均等待遇を進める。

1

年2200億円の削減により医
療崩壊、生活保護給付水準
が引き下げられてしまったの
で、撤回する。

広島4区 民主党 空本せいき

広島5区 民主党 三谷光男

広島7区 民主党 和田隆志

山口1区 民主党 高邑　勉

山口2区 民主党 平岡秀夫

山口3区 民主党 三浦　昇

山口4区 民主党 とくらたかこ

岡山2区 無所属 熊代昭彦

岡山3区 無所属 平沼赳夫

広島1区 無所属 中村文則

山口4区 無所属 佐々木信夫

愛媛1区 共産党 田中かつひこ 1

働く貧困層が1000万
人をこえることは異
常です。最低賃金の
引き上げ、最低保障
年金制度をつくるな
ど、貧困をなくす手
だてが必要です。

1 1

深刻な問題です。労働者派
遣法の抜本的な改正など
によって、雇用といえば正
社員が当たり前の社会へと
進むときだと考えます。

1

路線そのものを撤回し、転換
するときです。社会保障切り
捨てをやめて、ヨーロッパのよ
うに医療費無料へと進むとき
だと考えます。

香川1区 共産党 河村　整 1

貧困についての実
態調査が必要。その
上で政府が貧困をな
くす抜本的具体策を
つくる。

1
貧困の現状を把握すること
が大前提です。

1
労働者保護法をつくる。原
則、正規雇用など法制化す
る。

1 さらに充実させる。

香川3区 共産党 近石みち子 1

貧困についての実
態調査が必要です。
その上で政府が貧
困を減らす具体策を
たてるべきです。

1
貧困の実態をはあくするこ
とは国民を貧困から守る大
前提です。

1

労働者派遣法の抜本改正
が必要です。製造業への派
遣の禁止、「同一価値労働
同一賃金」にもとづいた均
等待遇の法制化を。

1

世界でも例のない日本の社
会保障の異常な歪みを正す
ためには削減から充実への
大転換をしなければなりませ
ん。

高地1区 共産党 春名なおあき 1

憲法25条を持つ国と
して、当然必要。とり
わけ、貧困の連鎖を
断ち切る、雇用、教
育、福祉など総合的
対策が必要です。

1

調査していないと言うことは
政策課題となっていないこ
と。貧困を見ようとしない政
治の姿勢の転換が必要で
す。

1

一人一人の幸福にとって
も、社会全体の活力の点で
も大問題です。同一労働同
一賃金政策規制などで、正
社員が当たり前の社会にし
なくてはなりません。

1

更に充実させることが必要。
財源は低所得者に重たい消
費税ではなく、大企業減税、
軍事費にメスを入れて確保す
べきと考えます。

高知2区 共産党 山中正博 1 1 1 1

高知3区 共産党 村上信夫

徳島1区 共産党 古田元則 1 1 1 1

比例区 共産党 笹岡まさる 1 1 1 1

比例区 共産党 田中かつひこ

比例区 共産党 近石美智子

比例区 共産党 古田元則

愛媛1区 幸福実現党 谷村耕治郎

愛媛2区 幸福実現党 森田浩二

愛媛3区 幸福実現党 宮脇　繁

愛媛4区 幸福実現党 露口礼子 1 2

不用意な公認等、意味があ
りません。蓄財方法をしどう
するとかなら意味はありま
すが・・・

1 2

社会保障を云いすぎて国が
今どの党もバラマキ大会に
なっている。根本解決になら
ない。本当に必要な保障とそ
うでないものとの見極めが必
要だと考えます。

香川1区 幸福実現党 白石久美子 2 2 2 2
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香川2区 幸福実現党 土居美佐子

香川3区 幸福実現党 妹尾真由美

高知1区 幸福実現党 桃田妙子

高知2区 幸福実現党 伊東理砂

高知3区 幸福実現党 北村健行

徳島1区 幸福実現党 近藤　彰

徳島2区 幸福実現党 梅本芳郎

徳島3区 幸福実現党 小松由佳

比例区 幸福実現党 岡　周平 2

仕事はいくらでも有
ります。自分の都合
で仕事を選ばなけれ
ば今の日本でもいく
らでも有ります。但
し、障害児等お持ち
の方は別途考える
べきです。

2
今の日本では飢えることは
有りません。過剰保護は働
く意欲を無くします。

2
市場原理にまかせればい
いと思います。

2
根本的に考え直す必要があ
ると思います。

比例区 幸福実現党 串畑啓子

比例区 幸福実現党 竹尾あけみ

比例区 幸福実現党 東条幸紀

比例区 公明党 石田としのり

愛媛1区 自民党 塩崎やすひさ

愛媛2区 自民党 村上誠一郎

愛媛3区 自民党 白石　徹

愛媛4区 自民党 山本公一

香川1区 自民党 平井卓也

香川2区 自民党 木村義雄

香川3区 自民党 大野よしのり

高知1区 自民党 福井　照

高知2区 自民党 中谷　元 △

積極的な経済政策と
生活保護など社会
政策の双方により対
応すべき。

拒否
先生の判断にお任せしま
す。

1

非正規雇用で働く方には、
自ら望んでパートや派遣な
どで働いている方もいる一
方で、正社員を希望しなが
らやむを得ず非正規で働い
ている方もおられ、こうした
方が非正規雇用の割合を
押し上げ、低所得や不安定
雇用の状態に置かれたま
まになることは、労働者個
人の生活、職業人生という
観点からも、社会全体で見
て人材育成が進まない、少
子化が進む要因となるなど
の観点からも問題であると
考えます。このため、非正
規労働者の総合的な就労・
生活支援を行うワンストップ
サービスの全国展開を目指
すと共に、パートや有期契
約労働者の正社員転換、
均衡処遇の取り組みの支
援、派遣労働者の待遇改
善を図るための労働者派
遣法の改正を行うことによ
り、労働者が希望する就業
形態で安心・納得して働け
る環境を整備していきたい

1

2200億円については、骨太の
方針2009においても「安心・
安全を確保するために社会保
障の必要な修復をする」とし、
22年度予算概算要求基準に
おいてはこれまでの方針を転
換し、一律な社会保障費の削
減は行わないことにしました。
今後とも社会保障制度の安
定・安心に全力を尽くします。

高知3区 自民党 山本有二

徳島1区 自民党 岡本芳郎

徳島2区 自民党 山口俊一

徳島3区 自民党 後藤田正純 1 1 1 1

比例区 自民党 七条　明

比例区 自民党 西本勝子

愛媛2区 社民党 岡平知子 1

OECDの調査（2006
年・公表）によると、
日本の貧困世帯割
合は5番目、貧困gap
で3番目と非常に高
いレベル。政策的な
対応が必要。

1

貧困は、社会にとって解決
すべきものである。実態を
正確に把握し、原因を除外
するため、政府は継続的な
貧困率の調査を行うべき。

1

規制緩和で、不安定な非正
規雇用を拡大してきた。雇
用の原則は、直接雇用、期
限の定めのない雇用である
ことを徹底し、労働契約法、
労働派遣法を改正する。

1

社会保障は、社会が支え合う
安全網である。弱者の保護の
みならず、長期的な社会の安
定や発展や土台となるもので
あり、社会保障費の抑制策は
撤回すべき。

香川3区 社民党 米田晴彦 1 1 1 1

愛媛1区 民主党 ながえ孝子 1 1 1 1

愛媛3区 民主党 白石洋一

愛媛4区 民主党 高橋英行 1 1 1 1

香川1区 民主党 小川淳也

四
国
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香川2区 民主党 たまき雄一郎

高地1区 民主党 田村くみ子 1

貧困が定着し、固定
することで、子どもの
学習をはじめ様々な
機会を保障するため
にも、政府による政
策的対応は必要と
考える。

1

2008年の国民生活基礎調
査では、世帯年間所得の
中央値448万の半分以下
が相対的貧困の対象であ
る。同調査で200万未満の
世帯割合が18．5％であっ
たことは看過できない問題
であるから、現状を国として
的確に認識すべきである。

1

少子化の問題ひとつとって
も、非正規雇用の現状は早
急な対応が必要である。誰
もが安心、安全、不安のな
い生活を営む為にも早期に
対処すべきである。

1

医療、介護、年金は国が責任
を持つ制度です。民主党はそ
れらの不安をなくし、誰もが安
心して暮らせる社会を実現し
ます。

高知2区 民主党 楠本清世 1 1 1 1

高知3区 民主党 中山知意

徳島1区 民主党 仙谷由人 1 1 1 1

徳島2区 民主党 高井美穂

徳島3区 民主党 仁木博文 1 1 1 1

愛媛4区 みんなの党 桜内文城 1 1 1 1

香川3区 無所属 真鍋　健

高知1区 無所属 橋本大二郎

徳島1区 無所属 岡　佑樹 1 1 1

過去、改革の名の下に行
われてきた安易な規制緩和
が格差を広げ、非正規労働
者を生み、貧困を拡大させ
てきたと思っています。貧
困や非正規雇用の拡大に
は政策をもって対応すべき
です。

1

社会保障費については規制
政策を撤回すべきですが、中
身を精査する必要はあると考
えます。

大分1区 共産党 山下　魁 1

政府は貧困の実態
すら把握していな
い。貧困の実態を国
の責任で調査させる
必要がある。

1

政府として貧困の実態を把
握させることは国民を貧困
から守る姿勢の大転換とな
る。

1

人間らしく働けるルールを
つくることは安心と希望の
ある社会への基本であり、
内需拡大の土台ともなる。

1

社会保障の拡充は現在のくら
しを支え、将来不安の解消に
もなる。削減から拡充への転
換は景気対策としても大きな
力となる。

沖縄1区 共産党 外間久子 1

貧困の急激な拡大
は誰もが実感。政策
的対応は緊急を要
する。

1

「構造改革」で国民生活を
どん底に陥れながら、実態
を掴もうとしない政府の責
任。

1

労働者をモノ扱いする労働
者派遣法。国民は人間らし
く働き、生きる権利を奪わ
れている。

1
政府の間違った政策で、国民
は命を奪われ、生きる権利を
奪われている。

鹿児島1区 共産党 山口広延 1

そもそもわが国の貧
困層を増大させてき
たのは、大企業の利
益を最優先に労働
法制を規制緩和し
て、非正規労働者を
増やしたり、社会保
障費の年2200億円
の削減で、国民に負
担増を押しつけたり
した結果であり、まさ
しく政治の責任であ
る。国の責任におい
て、政策的な対策を
早急に講じるべきで
ある。

1

政府は、低消費水準世帯
の推計を1965年を最後に
打ち切っている。国内の貧
困率を把握して、貧困の解
消をはっきりと国の目標に
据えるべきである。

1

雇用の悪化は、政治の責
任である。安定した雇用が
保障されてこそ、地域経済
の活性化や少子化克服に
つながっていくと考える。労
働者派遣法の抜本的改正
で、「正社員が当たり前」、
「同一労働、同一賃金」「最
低賃金時給1000円以上」の
雇用のルールを作っていく
ことに力を尽くしたい。

1

2002年から始まった削減方針
以来、社会保障制度が次々
に改悪され、住民サービスの
低下と負担増を招いてきた。
誰もが平等に必要な給付を受
けられる社会保障のルールを
確立し、憲法25条の生存権を
全面的に保障する社会保障
制度へと抜本的に拡充を図る
べきである。

熊本1区 共産党 上野哲夫 1

生産年齢人口の貧
困率がOECD平均を
大きく上回っている。
これは税制と社会保
障による改善が日
本においてはなされ
ていないからであ
り、政策的対応が必
要。

1

OECD諸国では、税制、社
会保障によって、貧困率を
大きく引き下げている。政
府として貧困の実態を把握
し、当面OECDの平均並み
に貧困率を下げるべきであ
り、そのための政府として
の目標値を持つべき。

1

1999年、日本共産党以外
の政党によって労働者派遣
法を改悪して、原則自由化
したことが原因。1999年以
前に戻すべき。

1

2200億円の削減が撤回され
たとは言えない。後期高齢者
医療制度、応益負担の障害
者自立支援法、介護保険制
度の改悪など医療、福祉の切
り捨ての大本に「社会保障費
2200億円の削減」があり、た
だちに改めるべき。

佐賀3区 共産党 せと雄也 1

国民すべてが安全
で安心して暮らせる
社会をつくることは
国の強力な政策的
リーダーシップが必
要と考えます。

1

政府として国民の暮らし向
きをはかる統計をとること
は貧困を解決すべき第一
歩と考えます。

1

雇用は「正社員が当たり
前」の社会を作ることが必
要です。そのための「労働
者保護法」などで雇用を守
ることが必要です。

1

医療難民・介護難民をつくり
出している社会保障費2200億
円削減は即刻元に戻し、社会
保障現場で働いている労働
者の待遇を改善することが必
要と考えます。

長崎1区 共産党 渕瀬栄子 1
政策的対応を要す
るレベルの重要問
題。

1
貧困の実態を明らかにして
こそ、対策が確立できる。

1
法律を改正し、「正規雇用
があたりまえ」にすべき。

1
社会保障費の抑制は、国民
の命を削ること。引き続き撤
回すべき。

比例区 共産党 赤嶺政賢

比例区 共産党 上野哲夫

比例区 共産党 内田　裕
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比例区 共産党 小林解子

比例区 共産党 しのだ清

比例区 共産党 せと雄也

比例区 共産党 田村貴昭 1

貧困の原因は政府
の施策によって生じ
たものであり、また
貧困が固定化する
と、社会に大きなゆ
がみと不安をもたら
す。今こそ抜本的政
策をすすめるべき。

1

定義を明確にし、実態を性
格に把握してこそ適切な政
策を実施できる。また国民
も実情を知る必要がある。

1

非正規の当事者は青年で
あり、大企業の非正規拡大
が問題。雇用は正規が当
たり前の社会とすべき。

1

撤回はもちろん、切り捨てら
れてきた医療・福祉・介護など
を充実させる方向にすすむべ
きである。

比例区 共産党 ばば洋光

比例区 共産党 渕瀬栄子

比例区 共産党 山口広延

比例区 共産党 山下　魁

福岡10区 共産党 しのだ清 1

財界の要求に基づく
小泉「構造改革路
線」のもとで「政策的
な対応」として貧困
化がすすめられてき
たことからも、雇用
の正規化、所得の再
配分など、政治の力
で貧困をなくす必要
があります。

1

国際比較に耐えうる貧困率
データがあってこそ、是正
のための政策的対応も可
能になります。

1
非正規雇用をなくす、正規
雇用に切り替える法整備が
絶対必要です。

1

社会保障費の抑制政策は根
本的に間違っています。政
策・考え方そのものを廃止す
べきです。

福岡11区 共産党 山下登美子 1

小泉構造改革のもと
で、貧困化を促進・
拡大してきた。こよう
の正規化、所得の再
配分など、政治の力
で貧困をなくす必要
がある。

1

国際的比較に耐えうる貧困
率データがあって初めて是
正のための政策的対応も
可能になる。

1
非正規雇用をなくし、正規
雇用に切り替える整備が必
要。

1
社会保障費抑制政策は根本
的に間違っており、政策、考
え方そのものを廃止すべき。

福岡1区 共産党 内田　裕 1

小泉構造改革の下
で「政策的な対応」と
して貧困化を促進・
拡大してきたことか
らも、雇用の正規
化、所得再配分など
政治の力で貧困をな
くす必要がある。

1

国際比較に耐えうる貧困率
データがあって初めて、是
正のための政策的対応も
可能になる。

1
非正規をなくし、正規雇用
に切りかえる法整備が必
要。

1
社会保障費抑制政策は根本
的に間違っており、政策、考
え方そのものを廃止すべき。

福岡2区 共産党 小林解子 1

貧困は意図的につく
られたもので自己責
任ではありません。
政治の問題として対
応すべき。

1
データを示し、国際比較を
することが必要。その中で
解決策を示すべき。

1
ヨーロッパ並みの法整備が
必要。正規雇用化をすすめ
る。

1
抑制路線の考えそのものが
間違っている。

福岡3区 共産党 川原やすひろ 1

小泉構造改革が骨
太方針として、使い
捨て自由の「労働者
派遣法の自由化」、
社会保障費の毎年
2200億円削減、大
企業・大資産家には
減税という政策で貧
困と格差を拡大し
た。雇用の正社員化
や所得再配分など、
政治の責任で貧困
をなくす必要があ
る。

1

日本の貧困率は、現在
OECDの調査でしかわから
ない状況にある。国の責任
で日本の貧困率調査を行
い、実情に即した政策的対
応を行うべきです。

1

政治が人をモノのように扱
う派遣労働の自由化を国会
の多数決で決めた上に、仕
事がないのは自己責任で
あるかのように世論を誘導
してきた。派遣労働や非正
規をなくし、正規雇用にする
法律に切りかえる。

1

経済危機の中で国民の命とく
らしを守り支える社会保障費
を抑制することは間違ってい
る。

福岡9区 共産党 青木信恭 1

小泉「構造改革路
線」のもとで貧困が
新たに拡大してきた
ことからも、雇用の
正規化、所得の再配
分など、政治の力で
貧困をなくす必要が
ある。

1

国際比較に耐えうる貧困率
データがあって初めて、是
正のための政策的対応も
可能になる。

1
非正規雇用をなくす。「正社
員が当たり前」の社会にし
ていく法整備が必要。

1
社会保障費抑制政策は根本
的に間違っており、政策、考
え方そのものを廃止すべき。

宮崎1区 共産党 ばば洋光 1

日本の貧困は深刻
であり、政治の責任
で解決することが求
められているの考え
ています。

1
貧困の現状を調査し認識
することから対策が始まる
と考えています。

1

日本の貧困の広がりの大
きな要因に非正規雇用の
問題があると考えていま
す。派遣法の抜本改正が
必要だと考えています。

1

社会保障費2200億削減の結
果、福祉・医療・年金などが崩
壊しています。直ちに改める
べきだと考えます。

大分1区 幸福実現党 高畑タヨ子
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大分2区 幸福実現党 永岡悦子

大分3区 幸福実現党 利光哲也

沖縄1区 幸福実現党 平良成輝

沖縄2区 幸福実現党 富川　昇

沖縄3区 幸福実現党 金城竜郎

沖縄4区 幸福実現党 富川満也

鹿児島1区 幸福実現党 川田純一

鹿児島2区 幸福実現党 神村ミフ子

鹿児島3区 幸福実現党 寺迫好美

鹿児島4区 幸福実現党 樋口信博

鹿児島5区 幸福実現党 高田浩明

熊本1区 幸福実現党 守田隆志

熊本2区 幸福実現党 馬郡賢一

熊本3区 幸福実現党 松井栄治

熊本4区 幸福実現党 河野一郎

熊本5区 幸福実現党 南　政宏

佐賀1区 幸福実現党 木場健

佐賀2区 幸福実現党 牧原正朗

佐賀3区 幸福実現党 橋山穂波

長崎1区 幸福実現党 江田耕一

長崎2区 幸福実現党 柴田愛

長崎3区 幸福実現党 山田聖人

長崎4区 幸福実現党 山田孝一 

比例区 幸福実現党 諌山征和

比例区 幸福実現党 坂口頼邦

比例区 幸福実現党 辻　雄文

比例区 幸福実現党 徳留博臣

比例区 幸福実現党 松本徳太郎

福岡10区 幸福実現党 川上憲信

福岡11区 幸福実現党 小迫日出典

福岡1区 幸福実現党 宮崎道秀

福岡2区 幸福実現党 さたけ秀夫

福岡3区 幸福実現党 吉富安彦

福岡4区 幸福実現党 鈴木幸治

福岡5区 幸福実現党 鵤卓徳

福岡6区 幸福実現党 佐藤浩

福岡7区 幸福実現党 林孝宣

福岡8区 幸福実現党 大塚祐子

福岡9区 幸福実現党 八野知子

宮崎1区 幸福実現党 鶴丸千夏

宮崎2区 幸福実現党 嶋崎義和

宮崎3区 幸福実現党 松原慎治

比例区 公明党 東　順治

比例区 公明党 江田康幸

比例区 公明党 神崎武法

比例区 公明党 遠山清彦

沖縄1区 国民新党 下地幹郎 1 1 1 1

鹿児島3区 国民新党 松下忠洋

熊本4区 国民新党 松永真一

比例区 国民新党 松隈一博

大分1区 自民党 穴見陽一

大分2区 自民党 衛藤征士郎 1 1 1 1

大分3区 自民党 岩屋　毅 1
貧困は少なければ
少ない方がよい。

2
「貧困」について、一つのも
のさしをつくることが適切と
は考えない。

1

本来は常用雇用が望まし
いことは当然。しかし「派
遣」にも両サイドのニーズ
がある。ハードルを髙くし、
セーフティネットを拡充する
ことは必要。

1

自然増を機械的に削減すると
いう姿勢には無理がある。し
かし、将来は安定財源が必
要。その議論を避けるべきで
ない。

沖縄1区 自民党 国場幸之助

沖縄２区 自民党 安次富修 1 1
OECD準拠でも独自基準で
も「貧困」の定義は必要。

1 1

沖縄３区 自民党 嘉数知賢 

沖縄４区 自民党 西銘恒三郎

鹿児島1区 自民党 保岡興治

鹿児島2区 自民党 徳田　毅

鹿児島3区 自民党 宮路和明

鹿児島4区 自民党 小里泰弘

鹿児島5区 自民党 森山　裕

熊本1区 自民党 木原　稔

熊本2区 自民党 林田　彪

九
州
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熊本3区 自民党 坂本哲志

熊本4区 自民党 園田博之

熊本5区 自民党 金子恭之

佐賀1区 自民党 福岡資麿

佐賀2区 自民党 今村雅弘

佐賀3区 自民党 保利耕輔

長崎1区 自民党 冨岡　勉 1 1 1 1

長崎2区 自民党 久間章生

長崎3区 自民党 谷川弥一

長崎4区 自民党 北村誠吾

比例区 自民党 野田　毅

福岡10区 自民党 西川京子

福岡11区 自民党 武田良太

福岡11区 自民党 山本幸三

福岡1区 自民党 遠藤宣彦

福岡2区 自民党 山崎　拓

福岡3区 自民党 太田誠一

福岡4区 自民党 渡辺具能

福岡5区 自民党 原田義昭 1

自然失業率と貧困
はイコールではない
が、自然失業率を超
える貧困は、政府の
対処すべき政策課
題。而も、職があっ
ても尚貧困状態
（ワーキングプア）に
あるというな、尚更
のこと、政策を要す
る。OECD加盟国の
平均が約8％である
ことを考慮すれば言
うまでもない。

1

絶対的貧困率（当該国や
地域で生活していける最低
水準を下回る収入しか得ら
れない国民が全国民に占
める割合）と相対的貧困率
（国民の経済格差を表す指
標で、年収が全国民の年
収の中央値の半分に満た
ない国民の割合）があり、
アメリカでは、その年の世
帯における食料購入費を
試算し、その3倍の額を計
算する。この額が貧困率と
なる。この様に、まちまちな
指標ではなく、公認した概
念と計算方法を示すべき。

1

非正規雇用の常態化により
「働く者は豊か、働かざる者
は貧しい」との言葉は過去
の遺産。「働いても尚貧し
い」状態の層（ワーキングプ
ア、ネットカフェ難民など）の
存在も珍しくない現状では、
頑張っても将来への展望が
見えず、不安な日々の毎日
で、サービス残業も当たり
前。健保の健康で文化的な
生活を具体化する政策が
必要なのは当然の事。

1

本来は個人的リスクである、
病気・けが・出産・障害・死亡・
加齢・失業などの生活上の問
題について防貧、救貧、生活
安定化のために国家・社会が
所得移転によって所得を保障
し、医療や介護などの社会
サービスを給仕する社会保障
の分野では、その自然増を認
めつつ、節約と節約分を社会
保障に充当するべきである。

福岡6区 自民党 鳩山邦夫

福岡7区 自民党 古賀　誠

福岡8区 自民党 麻生太郎

福岡9区 自民党 三原朝彦 △

積極的な経済政策と
生活保護など社会
政策の双方により対
応すべきと考えま
す。

△

貧困率の求め方には種々
の方法があり、生活水準の
とらえ方も多種多様です。
年収等の数値の他、多くの
指標を加え、何らかの「経
済格差」の指標を考え、政
策に生かしていく必要があ
ると思います。

1

非正規雇用の拡大は社会
全体からも問題であると考
えます。このため非正規労
働者の総合的就労等のワ
ンストップサービスの全国
展開を目指すと共に、正社
員転換、均衡処置の取り組
み、派遣労働者の待遇改
善の派遣法改正を行うこと
により、労働者が安心して
働ける環境を整備していき
たいと考えます。

1

22年度予算概算要求基準に
おいては、これまでの方針を
転換し、一律な削減は行わな
いことにしました。今後とも社
会保障制度の安定・安心に全
力を尽くします。

宮崎1区 無所属 上杉光弘

宮崎2区 自民党 江藤　拓 1 1 1 1

宮崎3区 自民党 古川禎久

大分2区 社民党 重野安正

沖縄２区 社民党 照屋寛徳 1

2006年公表のOECD
調査によると、世帯
割合が5番目、貧困
GAPが3番目と非常
に高いレベルにあり
政策的対応が急務
である。

1

1965年以降、政府は貧困
率の測定を行っていない。
実態把握と貧困率の削減
目標を掲げる上で指標設
定は不可欠である。

1

格差の拡大、貧困の階層
化に歯止めをかけるため、
労働者派遣法、労働契約
法を改正し、直接雇用と期
限の定めのない雇用を徹
底すべき。

1

社会保障は弱者の保護のみ
ならず、長期的な社会の安定
や発展の土台となるものであ
る。セーフティネットの再構築
は急務である。

沖縄３区 社民党 新川秀清 1 1 1 1

熊本5区 社民党 中島隆利 1

OECDの調査（2006
年公表）によると、日
本は貧困世帯割合
において5番目、貧
困GAPで3番目と非
常に高いレベルにあ
る。政策的対応が至
急必要である。

1

厚生省（当時）は1965年に
要保護者数の公表を中止
して以降、公的な生活保護
捕捉率等の算定を行ってい
ない。貧困は社会にとって
解決すべきものである。実
態を正確に把握し、原因を
除去するために政府は継
続的に貧困率の調査を行う
べきである。

1

雇用ルールを規制緩和し、
低賃金で不安定な非正規
雇用を拡大してきたことが、
今日の著しい雇用劣化を招
いている。雇用契約の原則
は直接雇用、期限の定め
のない雇用であることを徹
底し、労働契約法、労働派
遣法を改正する。

1

社会保障は社会が支え合う
セーフティネット（安全網）であ
る。弱者の保護のみならず、
長期的な社会の安定や発展
の土台となるものであり、社
会保障費の抑制策は撤回す
べきである。

佐賀3区 社民党 柳瀬映二

福岡11区 社民党 山口はるな 1 1 1 1
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宮崎3区 社民党 松村秀利 1

2005年のOECDの
「所得配分と貧困」
では、日本ジニ係数
は高位グループに
属し、各国よりも所
得格差が大きくこの
10年で倍増していま
す。また、貧困率も
OECD加盟国では2
番目に高くなってお
り持続可能な社会の
維持継続を阻害して
います。

1

正月の年越し派遣村で日
本の貧困の実態が極めて
深刻であることが判明しま
した。政府は貧困率の調査
により貧困の実態を把握
し、貧困問題を解消する対
策を講じるべきです。

1

非正規職員は、低賃金で労
働条件も悪く簡単に解雇が
行われていることは極めて
大きな問題です。特に、若
者の2人に1人は非正規と
なっており、結婚や子育て
が難しくなり、安定的に社
会を持続できなくなります。

1

保険料亜Y自己負担が増大
し、とりわけ低所得者の負担
は限界です。国民負担増で介
護保険や健康保険等を維持
することは困難となっていま
す。

大分1区 民主党 吉良州司

大分3区 民主党 横光克彦

沖縄３区 民主党 玉城デニー

沖縄４区 民主党 瑞慶覧長敏 

鹿児島1区 民主党 川内博史 1

自公政権10年の最
大の負の遺産で、新
政権の最優先課題
と思うから。

1
民主党のマニフェストに貧
困の実態調査を行う、と書
かれている。

1
正社員を希望する人は、正
社員として働けるようにす
べきだと思う。

1 そのために政治があると思う

鹿児島2区 民主党 打越明司

鹿児島4区 民主党 皆吉稲生 1

働いても生活が苦し
い、ワアーキングプ
アの拡大が問題と考
える。パート・アルバ
イト労働者の均等待
遇、最低賃金の引き
上げの実現が必要
である。

1

調査によると1965年を最後
に政府は、貧困の公式測
定を発表していない。低成
長時代からマイナス成長の
時代に入り、国民が置かれ
た生活実態を正確に捉える
必要がある。とくに、勤労者
の貧困層の実態がわかる
指標の設定、調査、公表が
必要である。

1 1

民主党は、現行のムダが多
く、必要な部分に税金を投入
していない政府の総予算207
兆円を前面組み換える。子育
て、年金、医療、介護など、国
民生活に直結する分野に集
中投入する。

鹿児島5区 民主党 あみや信介

熊本1区 民主党 松野頼久

熊本2区 民主党 福嶋健一郎 1

親の世代の格差の
固定化、貧困が、子
ども世代の貧困に受
け継がれてしまう現
状から早急な対応
が必要と考えます。

1

先ずは実態調査を行い、正
しい認識なしに適切な政策
的対応をとることはできな
いと考えます。

1

期間の定めのない雇用、直
接雇用を雇用の基本原則
と位置づけ、労働者派遣法
の抜本見直しや有期雇用
への規制、非正規労働者と
正規労働者の均等待遇の
実現等により、すべての労
働者が生涯にわたって生き
甲斐を持って働き、豊かで
安心して暮らせる社会の実
現をめざします。

1

「骨太の方針2006」で日打ち
出した社会保障費削減方針と
その実行によって日本の医療
は崩壊の危機もしくは崩壊状
態にありますし、生活保護給
付水準も引き下げられまし
た。これらを食い止め、国民
に質の高い医療サービスを提
供し、憲法で保障されている
「健康で文化的な最低限の生
活」の水準を確保するため
に、社会保障費削減方針は
来年度以降も引き続き撤回を
継続すべきと考えます。

熊本3区 民主党 後藤英友 1

親の世代の格差の
固定化、貧困が、子
ども世代の貧困に受
け継がれてしまう現
状から早急な対応を
要すると考えます。

1

貧困の実態を調査し、正確
なデータを基に適切な政策
的対応をとるべきだと考え
ます。

1

労働者派遣法の抜本見直
しや非正規労働者を正規
労働者の均等待遇の実現
等により、労働者が安心し
て暮らせる社会の実現を目
指す。

1

「骨太の方針2006」で日本の
医療は崩壊状態にあり、生活
保護給付水準も引き下げられ
た。これらを食い止め、国民
に質の高い医療サービスを提
供し、健康で文化的な最低限
の生活の水準を確保すべき
である。

佐賀1区 民主党 原口一博

佐賀2区 民主党 大串博志

長崎1区 民主党 高木義明 1 1 1 1

長崎2区 民主党 福田えりこ 1 1 1 1

長崎3区 民主党 山田正彦

長崎4区 民主党 宮島大典

福岡10区 民主党 城井　崇

福岡1区 民主党 松本　龍 1

子どもの貧困率が
上昇しているので、
対応が必要だと考え
る。

1
まずは、実態調査を行うべ
きだと考える

1

雇用は、直接雇用、定めの
ない雇用を基本とするべき
であり、労働契約法により
有期雇用を規制する。非正
規労働者と正規労働者の
均等待遇を進める。

1

年2200億円の削減により医
療崩壊、生活保護給付水準
が引き下げられてしまったの
で、撤回する。
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福岡2区 民主党 稲富修二 1

自殺者が年に3万人
を超える異常事態の
背景に、貧困率の高
さがあります。貧困
問題への対応は命
を救うための緊急課
題です。

1

政策立案の基本は現状の
認識です。また、目標がな
ければ進歩もありません。
「貧困はない」という幻想に
基づく政治から脱却すべき
です。

1

明日の仕事に不安がある
人は人生設計ができませ
ん。晩婚化や少子化、家計
消費の減少など社会的問
題の根はここにあります。

1

日本の社会保障費は国際的
に見れば決して高くはありま
せん。最も弱い人たちを苦し
める政策を許してはなりませ
ん。

福岡3区 民主党 藤田一枝 1

自殺者が年に3万人
を超える異常事態の
背景に、貧困率の高
さがあります。貧困
問題への対応は命
を救うための緊急課
題です。

1

政策立案の基本は現状の
認識です。また、目標がな
ければ進歩もありません。
「貧困はない」という幻想に
基づく政治から脱却すべき
です。

1

明日の仕事に不安がある
人は人生設計ができませ
ん。晩婚化や少子化、家計
消費の減少など社会的問
題の根はここにあります。

1

日本の社会保障費は国際的
に見れば決して高くはありま
せん。最も弱い人たちを苦し
める政策を許してはなりませ
ん。

福岡4区 民主党 古賀たかあき

福岡5区 民主党 楠田大蔵

福岡6区 民主党 古賀一成

福岡7区 民主党 野田くによし 1

特に日本の場合、政
治による貧困増の
側面が大きく、政策
的な対応がなけれ
ば社会不安のさらな
る増大が予想され
る。

1 1 1

福岡8区 民主党 山本剛正 1

特に小泉政権以降
の日本の貧困化は
政府の政策の失敗
によるもの。行き過
ぎた市場万能主義
はストップを。

1

何％の貧困率だったらいい
という話ではないが、政府
として社会的実態の把握は
必要。そこから対策を講じ
る。

1

非正規労働者といいながら
実態は基幹的業務を主体
的に継続して仕事をしてい
る。正規と何ら変わらない。
制度として保障すべき。

△

その他
使われ方の問題。介護・福祉
現場の労働者の処遇改善に
なっておらず、そうした課題が
解決されればという前提であ
ればOK。

福岡9区 民主党 緒方林太郎 拒否

質問の内容が不明
のためお答えが難し
い。（貧困は常に政
策的な対応を要する
問題。）

2
有益な指標になるとは思え
ないため。

1 1
但し、抑制の取り組みは常に
すべし。

宮崎2区 民主党 道休誠一郎 1 1 1 1

佐賀3区 みんなの党 広津素子

沖縄３区 無所属 小渡　亨

熊本3区 無所属 三浦一水

長崎2区 無所属 相浦喜代子 1

まさに1000万世帯が
年収200万円を切る
生活をしている中、
医療・福祉・教育国
家になるべき。

1
現実と向き合わないで先進
国として世界へ支援するの
はおかしい。

1
企業（中小・零細）の負担を
軽くしながら労働者を守る。

1
そもそも削減自体が間違って
いる。

長崎2区 無所属 山崎寿郎

宮崎1区 無所属 川村秀三郎

宮崎1区 無所属 中山成彬

宮崎2区 無所属 大原守人

比例、小選挙区重複候補者

後援会事務所住所不明

立候補予定（正式発表なし）
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